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はじめに
　アメリカでは1980年代より多くの被害者を発生させる、いわゆる大規
模不法行為（mass tort）の訴えが多く提起されてきた。大規模不法行為
とは広義の意味では、多くの者に影響を与える過失による不法行為、製造
物の瑕疵により損害を発生させる違法行為であり、ほとんどのものが不法
行為による個別の訴えを提起できるものである（1）。また、救済の請求が複
数当事者によってなされるため、大規模不法行為の訴えは集団により提起
される（2）。大規模不法行為は明確な定義がなされていないが、広範な不法
行為被害を示す概念である。
　大規模不法行為は、新しい製造物が科学技術の発展に伴って生産され、
大規模に流通する産業化の副作用としての性質をもつ。科学技術の発展に
より、不法行為被害の因果関係は専門家以外には不明である。いったん訴
えが提起されると、事実審裁判所は複雑な事実関係をもつ不法行為の審理
にあたることになる（3）。因果関係の立証が困難となるために、法的には因
果関係が立証されていなくとも、和解により紛争解決が図られることにな
る（4）。
　以上のように大規模不法行為においては、多数の当事者と複雑な事実関
係が必然的に絡んでくる。とりわけ広範囲にわたる被害者の発生は、多く
の訴えが提起されて然るべき状況となる。単一の事故または製造物の瑕疵
による人身および財産損害への救済を求める訴えが、全米の連邦および州
を問わず多くの裁判所に係属する。個々の訴えを各々審理することになれ
ば、裁判の遅延により適宜な救済がなされないことになる。証拠調べや同
一の争点につき反復する審理が継続的になされるという結果も招来させ
（1）　See, e.g., Richard Nagareda, MASS TORTS IN A WORLD OF SETTLEMENT ⅻ （2007）.
（2）　Francis McGovern, An Analysis of Mass Tort for Judges, 73 TEX. L. REV. 1821, 1823 
（1994）.
（3）　Nagareda, supra note 1 at 1-2.
（4）　Jack Weinstein, INDIVIDUAL JUSTICE IN MASS TORT LITIGATION 152 （1995）.
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る。裁判による正義の実現を阻害し司法資源の浪費を発生させるわけであ
る。そこで、個別の不法行為の訴えを一括してこれらの問題を回避する手
法が採られることになる。これが利益集団のうち代表が訴えを提起するク
ラス・アクションである。これはイギリスのエクイティに起源をもち、ア
メリカにおいて長い間判例法上認められてきた訴えの形式である。
　1938年に連邦民事訴訟規則（Federal Rules of Civil Procedure）が成立
し、明文上クラス・アクションが認められることになった。1966年に大
幅な改正が行われて現在に至っているが、大規模不法行為の出現に対して
多くの論考がクラス・アクションを用いるべきであると主張してきた（5）。
クラス・アクションは、連邦民事訴訟規則Rule 23(a)および(b)に規定され
る各々の要件を具備したことを裁判所により承認されて、はじめて成立す
る訴えの形式である。大規模不法行為事件の場合には、クラス・アクショ
ンの承認を前提として不法行為についての本案審理に入る、二段階の審理
構造をもつ形式となるため、通常の民事訴訟に比べて煩雑な手続である。
それにもかかわらず、大規模不法行為事件における訴えの形式としてクラ
ス・アクションがいかなる理由で選択されるのか。そこで本稿では、クラ
ス・アクションの成立要件の検討からこれを考案する。まず大規模不法行
為の状況を概観し大規模不法行為の初期事例とクラス・アクションとの関
係を分析し、次に大規模不法行為でのクラス・アクションの要件について
検討を加える。そして、現在における大規模不法行為とクラス・アクショ
ンを巡る問題状況を抽出して検討し、大規模不法行為紛争を解決する上で
のクラス・アクションの是非について考察を加える。
（5）　網羅的ではないが、大規模不法行為が公衆の注目を浴び始めた1970年代後半から
1980年代中頃にかけてクラス・アクションを積極的に評価する例として、Comment, 
The Use of Class Actions for Mass Tort Accident Litigation, 23 Loy. L. Rev. 383 （1977）; 
Comment, Federal Mass Tort Class Actions: A Step toward Equity and Ef ficiency, 47 
Albany L. Rev. 1180 （1983）; Note, Mass Exposure Torts: An Ef ficient Solution to a 
Complex Problem, 54 U. Cin. L. Rev. 467 （1985）; Scott O.Wright and Joseph A. Colussi, 
The Successful Use of the Class Action Device in the Management of the Skywalk Tort 
Litigation, 52 U.M.K.C. L. Rev 141 （1984）. がある。
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一　大規模不法行為の内容
　大規模不法行為は多くの被害者を発生させる。例えば、1970年代に販
売された避妊具のダルコン・シールド（Dalkon Shield）により敗血症性
流産や骨盤内炎症性疾患が発症した事件では、10万人を超える原告が全
米各地の裁判所に訴えを提起している（6）。また喫煙によるニコチン中毒を
主張して損害賠償が請求された事件では、百万人を超える原告が訴えを提
起している（7）。しかし、交通事故など日常生活において頻発する不法行為
事件と比べると、大規模不法行為事件は発生件数が少なく、多くの訴訟法
および実体法上の争点を含んでいる。
　上記の性質をもつ大規模不法行為は概略的に三つに分類できる（8）。第１
は大規模事故である。これは単一の事故で発生するとともに、被害者の
確定が相対的に容易である（9）。事故発生の責任を負うべき加害者と損害を
被った事実は被害者間で共通である。しかし、事故による被害程度が各々
相違するため請求される賠償額が異なる。そこで、飛行機事故の例では被
害者は特定可能であるが、被害者間で異なる損害賠償額が請求されること
になる（10）。
　第２は有害物質による被害である。有害物質不法行為(toxic torts)と称
されるものである（11）。有害物質は長期間にわたり影響を及ぼす。それを原
（6）　See, e.g., In re A.H. Robins Co., Inc., 880 F.2d 709, 740 （4th Cir. 1989）.
（7）　See, e.g., Castano v. American Tobacco Co., 84 F. 3d 734, 744 （5th Cir. 1996）.
（8）　William B. Rubenstein, Alba Conte and Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS 
ACTIONS 4th ed., §17:6.
（9）　See, e.g., In re Federal Skywalk Cases, 95 F.R.D. 483（W.D. Mo. 1982）.高架連絡通路
が建設の瑕疵により崩落した事故につき、クラス・アクションにより人身損害賠償
を請求した。
（10）　See, e.g., Causey v. Pan Am. World Airways, Inc. 66 F.R.D. 392 （E.D.Va. 1975）.
（11）　See, e.g., Zahn v. International Paper Co., 414 U.S. 291 （1973）. Note, Causation in 
Toxic Torts : Burdens of Proof, Standards of Persuation, and Statistical Evidence, 96 YALE 
L. J.  376, n.1（1986）.によれば、有害物質不法行為を有害物質に接触することにより
人身および財産へ損害を与えるものと定義する。
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因として発症する疾病の潜伏期間は長期間にわたる（12）。損害発生時が大規
模事故と同様に特定されるが、有害物質不法行為では因果関係の立証が困
難である。例えば、有害物質を吸収した魚を媒介にして何らかの疾病が発
症すれば、事故と人身損害である疾病の因果関係が疫学的に立証されなけ
ればならない。とりわけ既に因果関係の立証がなされていない分野におい
ては、それを行うことが困難となる。
　第３は製造物瑕疵による被害である。瑕疵ある製造物の特性により、被
害者総数は変化する（13）。大量に使用される生活必需品に瑕疵があり人身損
害が発生すれば、被害者は極めて多数にのぼるからである。このような状
況では、全米にわたる被害者の存在が想定される。また製造物瑕疵によ
る損害賠償事件では、過失による不法行為(negligence)や厳格責任(strict 
liability)のみならず、製造物にかかる詐欺(fraud)も請求の原因になる（14）。
　大規模不法行為は、明確に以上の三類型に分類できるわけではない。事
件の内容に応じて複数の類型に重複した性質をもつものもある。例えば、
原子力発電事故の事件であるThree Mile Island事件が典型である。本件は
大規模事故である単発の原子力事故が発生し、有害物質である放射能の長
期にわたる影響が争点となっていた（15）。
　連邦裁判所におけるクラス・アクションの規定である連邦民事訴訟規則
Rule 23は、以上の三類型すべてに適用される。後述するように、類型ご
とに特性が異なるもののRule 23はさまざまな状況に対応して適用される。
大規模不法行為事件におけるクラス・アクションでは、被害者のうち一部
の者が自発的にすべての被害者集団であるクラスを代表して、訴えを提起
をする。まずRule 23 (a)は、提起された訴えがクラス・アクションとして
機能するかに関わる要件を定める。概略的には、クラスが訴訟主体として
（12）　Note, Latent Harms and Risk-Based Damages, 111 Harv. L. Rev. 1505, 1506 （1998）.
（13）　In re School Asbestos Litigation, 789 F.2d 996 （3d Cir. 1986）.
（14）　See, e.g., McLaughlin v. American Tobacco Co., 522 F.3d 215 （2d Cir. 2008）.
（15）　In re Three Mile Island Litigation, 87 F.R.D. 433 （M.D.Pa. 1980）.
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存在し適切であること、さらにその代表が適切であることを求めている。
集団すなわちクラスが訴えを提起できるか否かに主眼が置かれているので
ある。クラス・アクションは多数の当事者と請求を併合した代表による訴
えである。救済を統一的に行う目的をもつため、次にRule 23 (b)は求めら
れる救済とその条件に応じたクラス・アクションの成立要件を定める。以
上の２段階の成立要件の審理が行われた後、クラス・アクションが承認さ
れる。そしてその後、本案審理に至るのである。クラス・アクションが承
認されなければ、個別に民事訴訟が提起されて審理されることになる（16）。
二　大規模不法行為訴訟におけるクラス・アクション承認の動向
１．連邦民事訴訟規則改正と大規模不法行為クラス・アクション
　1937年に制定された連邦民事訴訟規則は、1966年の大幅な改正を経て
現在に至っている。旧規則での不明確なクラス・アクション概念の修正
と、クラス・アクションでの判決の及ぶ範囲を定めるために（17）、抜本的な
改正が加えられたのである（18）。改正されたクラス・アクションは、二点の
明確な目的を併せもつものとされた。まず、訴訟費用よりも少額となる請
求を併合することにより訴え提起を促進することである（19）。次に、裁判所
（16）　In re A.H.Robins Co., Inc., 880 F.2d 709 （4th Cir. 1989）.
（17）　Advisory Committee Note, Proposed Amendments to Rules of Civil Procedure for the 
United States District Courts, 39 F.R.D. 73, 98 （1966）.
（18）　1938年連邦民事訴訟規則におけるクラス・アクションは、詳細な要件および求め
る救済に対応した現行のものとは大きく相違していた。当該規則のRule 23(a)に三
類型のクラス・アクションが規定されていた。第１の真正クラス・アクション(true 
class action)と呼ばれた類型は、権利が共有されまたは共通である場合の代表訴訟を
対象とした。第２の混成クラス・アクション(hybrid class action)と呼ばれたものは、
訴訟の目的が特定の財産に向けられている場合を対象とした。そして第３の擬似ク
ラス・アクション(spurious class action)と別称されたものは、複数の権利に影響を
与えるクラス共通の争点が存在し、クラス共通の救済が求められる場合を対象とし
た。旧規則のクラス・アクションについては、楪博行「連邦民事訴訟法の成立とク
ラスアクション -1938年法とそれを巡る問題-」人間学研究９号31頁（2009）が詳しい。
（19）　Shulman v. Ritzenberg, 47 F.R.D. 202, 206 （D.D.C. 1969）.
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が多数の訴えを審理することに費やす時間や経費を削減する、いわゆる司
法経済の効率性を担保することである（20）。
　クラス・アクション成立の第１段階で、Rule 23 (a)は集団代表訴訟の機
能の具備にかかる次の４つの要件を定めている。①併合できないほど当事
者が多数であり（多数性）、②クラスに共通の争点が存在し（共通性）、
③代表の請求が集団のそれと同じものであり（典型性）、④クラス代表が
適切な代表者であることである（代表の適切性）（21）。次に第２段階となる
Rule 23 (b)は、３つのタイプのクラス・アクションを定め、提起される訴
えがいずれかに該当することを求めている。第１は(b)(1)のクラス・アク
ションであり、２つに細分化されている。まず(b)(1)(A)は、個々に訴え
を提起すると相互に矛盾する判決が出されるおそれがある場合に必要と
なるクラス・アクションである（22）。次に(b)(1)(B)は、クラス構成員以外の
者がクラス構成員の利益を実質的に侵害する場合、または限られた資金
(limited fund)の中で損害賠償がなされる場合である（23）。第２は(b)(2)のク
ラス・アクションであり、差止命令や宣言的判決を請求する場合を予定し
ている（24）。そして(b)(3)は上記の二類型とは異なり、特定の条件および救
済に限定しないクラス・アクションを定めている（25）。同号のクラス・アク
ションが成立するには、①すべてのクラス構成員に共通する事実または法
的な共通の争点が存在し、個々の構成員がもつ争点に卓越し、②公平かつ
効率的な紛争解決のためにクラス・アクションが他の方法より優れている
ことが必要となる。この(b)(3)に基づくクラス・アクションは、特定の条
件により必然的にクラス・アクションを成立させる他の２つの類型のもの
とは異なる。必ずしもクラス・アクションに拠る必要のない訴えをすべて
（20）　Advisory Committee Note, 39 F.R.D. at 102.
（21）　FED. R. CIV. P. RULE 23 (a)(1)-(4).
（22）　FED. R. CIV. P. RULE 23 (b)(1)(A).
（23）　FED. R. CIV. P. RULE 23 (b)(1)(B).
（24）　FED. R. CIV. P. RULE 23 (b)(2).
（25）　FED. R. CIV. P. RULE 23 (b)(3).
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包含するものである。そして、損害賠償を請求する大規模不法行為の訴え
では最も多く使われるようになった。
　しかし、連邦民事訴訟規則改正諮問委員会(Advisory Committee)は、大
規模な人身損害の訴えを提起するにはRule 23(b)(3)のクラス・アクション
が不適切であると述べていたのである。
個々の当事者に種々異なる影響を与える損害賠償のみならず責任
や抗弁の視点など重大な問題が現存しているため、多数の者に損
害を与える大規模事故(mass accident)ではクラス・アクションを
使うことは一般的に不適切である。この状況では、名目上クラ
ス・アクションであっても、実際には個々に提起された多数の訴
えになっているのである（26）。
　一方で諮問委員会委員であったFrankelは、大規模事故に言及していな
い。増加しつつある複雑な訴えを処理する柔軟性をもつものであるため、
称賛されるべき手続であると積極的な評価をしていたのである（27）。1966年
の連邦民事訴訟規則改正の段階において、大規模不法行為の訴えでクラ
ス・アクションを用いることについての賛否は、少なくとも大規模不法行
為を詳細にとらえた結果によるものではなかった。
　なぜなら連邦民事訴訟規則改正の３年後の1969年の段階でも大規模不
法行為という用語は存在せず、その現象も法的にとらえられていなかった
からである（28）。しかし一方で、1960年代には医療および環境に関する研究
が進展した結果、有毒物質および一定の製造物と損害との間の因果関係が
判明しつつあった（29）。マスコミは消費者や製造物の安全性について取り上
（26）　Advisory Committee Note, 39 F.R.D. at 103.
（27）　Benjamin Kaplan, Continuing Work of the Civil Committee: 1966 Amendments of the 
Federal Rules of Civil Procedure （Ⅰ）, 81 HARV. L. REV. 356, 390 （1967）.
（28）　Peter H. Schuck, Mass Torts: An Institutional Evolutionist Perspective, 80 CORNELL L. 
REV. 941, 945-46 （1995）.
（29）　Deborah R. Hensler & Mark A. Peterson, Understanding Mass Personal Injury 
Litigation: A Socio-Legal Analysis, 59 BROOK. L. REV. 961, 1020-23 （1993）.
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げるようになり、環境や消費者市場での有毒物質が公共の注目を浴びるよ
うになってきた。これと並行して、弁護士広告により一般大衆の眼が法的
な救済に向くことになった。その結果、人身損害の賠償を請求する訴えが
増加することになったのである（30）。
　その後、建築資材のアスベストをはじめとして、ベトナム戦争時に用
いられた枯葉剤、切迫流産防止剤であるジエチルスチルベストロール
（diethylstilbestrol: DES）（31）、そして子宮内避妊器具であるダルコンシール
ド（32）による人身被害が、初期の大規模不法行為として取りざたされるよ
（30）　Id. at 1025-26.
（31）　See, e. g., Morrissy v. Eli Lilly & Co., 394 N.E.2d 1369 (Ill. App. Ct. 1979). 医療検査
費用をクラス構成員に支給する財団の設立を求めて、イリノイ州裁判所にクラス・
アクションの提起を行った事件のイリノイ州控訴裁判所の判決である。本判決で
は、クラス構成員個々のDES被害の因果関係が異なるために、クラス共通の争点よ
りもクラス構成員個々の争点が卓越しているとして、原告の請求が棄却された(id at 
1376.)。尚、イリノイ州でのDES訴訟および医療検査請求については、See, Herbert L. 
Zarov, Sheila Finnegan, Craig A. Woods, Stephen J. Kane, A Medical Monitoring Claim 
for Asymptomatic Plaintiffs: Should Illinois Take the Plunge ?, 12 DePaul J. Health Care L. 
1, 12-13 (2009).
（32）　ダルコン・シールド事件においては、多くの判断がなされた。初期の事例として
ニューヨーク州裁判所に提起されたRosenfeld v. A. H. Robins Co., Inc., 407 N.Y.S.2d 
196(2d Dep't 1978). がある。本件においては州法上のクラス・アクションの成立
が否定されている。またカリフォルニア州では、In re Northern Dist. of California 
Dalkon Shield IUD Products Liability Litigation, 526 F. Supp. 887 (N.D. Cal. 1981). 以
降多くの訴えが提起された。ダルコン・シールド事件におけるクラス・アクション
の承認を求めた経緯については、In re A.H. Robins Co., Inc., 880 F.2d 709 (4th Cir. 
1989). があり、第４巡回区連邦控訴裁判所はクラス・アクションを承認している。
ダルコン・シールド事件の概略は、楪博行「大規模不法行為訴訟の背景と法的影響」
法政論叢第50号第２号136頁（2014）を参照。また当該事件の経緯については、 See, 
Hensler, supra note 29 at 1025-26.
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うになった。とりわけ全米で訴えの提起されたアスベスト被害が注目を
浴びた（33）。正確な統計がなく報告者により相違があるものの、1970年代よ
り1990年代初頭までに提起されたアスベスト訴訟は約20万件（34）から35万
件（35）にのぼるとされ、訴訟費用および損害賠償の総額は約900億ドルと推
定されている（36）。推定最大35万件ものアスベスト被害にかかる膨大な数の
訴訟が提起されると、環境および製造物責任の訴えも増加の一途を辿り、
大規模不法行為の概念が出現することになった（37）。これに対応して連邦裁
判所は、訴訟処理能力を超えた状況に至っているとの危機意識をもつよう
になった（38）。
　1980年代に至るまでは、1966年の連邦民事訴訟規則改正諮問委員会が
示した意見にしたがって、連邦裁判所は大規模不法行為の訴えでクラス・
（33）　See, e.g., Judith Resnik, Aggregation, Settlement, and Dismay, 80 CORNELL L. REV. 918, 
926-30 （1995）. また、アスベスト訴訟ほど激しい批判を受けた訴訟はなかったと評さ
れた（See, Howard M. Erichson, Mass Tort Litigation and Inquisitorial Justice, 87 GEO. 
L. J. 1983, 2017（1997）.）。当該訴訟では、裁判費用の高額化、被害者への救済の遅
延、同様な被害に対して不平等ともいえる損害賠償額、そして多数の訴訟提起による
司法機能の停滞などが発生したからである。これについては、See, Steven L. Schultz, 
In re Joint Eastern and Southern District Asbestos Litigation: Bankrupt and Backlogged- A 
Proposal for the Use of Federal Common Law in Mass Tort Class Actions, 58 BROOK L. REV. 
553, 590（1992）．
（34）　Hensler, supra note 29 at 1004.　1992年までに全米で約200,000件の訴えが提起さ
れたと概算している。
（35）　Comment, The Asbestos Case, 10 PACE ENVTL. L. REV. 955 （1993）.では、1993年まで
に約350,000件ものアスベスト被害による訴えが提起されたと指摘している。概算
とはいえ、論者により著しく数が異なっており正確な実数把握が困難であることが
理解できる。ただし、現実に極めて多数の大規模不法行為訴訟が提起されたことは
事実であることが強く推定できるのである。また、ランド研究所の報告によれば、
1990年代初頭には毎年10,000から20,000件の訴えが提起され、2000年に至るまでに
被告であるアスベスト製造会社は毎年３～５倍に増加する訴えを処理しなければな
らなかった。See, Rand Institute, ASBESTOS LITIGATION xxiv（2005）.
（36）　Comment, supra note 35 at 956.
（37）　Schuck, supra note 28 at 947.
（38）　Georgine v. Amchem Prods., Inc., 83 F. 3d 610, 617 （3rd Cir. 1996）, aff ’d, Amchem 
Prods., Inc. v. Windsor, 521 U.S. 591 （1997）.
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アクションを用いることに消極的な姿勢を強く示していた（39）。例えば1974
年のHarrigan v. United States（40）では、クラス・アクションが否定された。
本件では医師の詐欺により手術の同意が導かれたことを主張して、病院を
相手取り、複数の患者が提起した損害賠償を請求するクラス・アクション
が申立てられた。本判決は、手術毎に審理すべき事実関係と適用すべき不
法行為規範が異なるので、クラス構成員の間にRule 23 (a)(2)にいう法的
または事実上の共通の争点は存在しないと判断した（41）。子宮内避妊器具ダ
ルコン・シールドによる人身損害賠償が請求された1982年の In re Dalkon 
Shield litigationの控訴審判決（42）では、Rule 23 (a)(2)以外の要件も検討し
た。まず共通性の要件については、人身損害の請求が過失および厳格責任
による不法行為、さらに保証契約違反など多岐にわたった原因に基づいて
おり、また損害が被害者により異なるという理由から、特にカリフォルニ
ア州に居住するクラス構成員の間には共通の争点がないと判断した（43）。次
に典型性の要件については、被告が負う義務とその違反がクラス代表者と
クラス構成員の間で異なるため、満足されないと述べた（44）。そして代表の
適切性について、代表当事者と出廷しないその他の当事者との間には利益
の共有がないと判断して否定した（45）。これらを理由に、避妊器具による人
身損害賠償を請求するクラス・アクションの承認を否定したのである（46）。
　以上の裁判例の動向に対しては多くの批判がなされた。1970年代には
クラス・アクションの目的に沿って、より効率的な大規模不法行為の解決
を目指し、多額な訴訟費用を回避するためにクラス・アクションを用いる
（39）　Linda S. Mullenix, Class Resolution of the Mass-Tort Case: A Proposed Federal 
Procedure Act, 64 TEX. L. REV. 1039, 1049 （1986）. 
（40）　63 F.R.D. 402 （E.D.Pa. 1974）.
（41）　Id. at 405.　
（42）　In re Dalkon Shield IUD prods. Liab. Litig., 693 F. 2d 847 （9th Cir. 1982）.
（43）　Id .at 854.
（44）　Id. at 855.
（45）　Id. 
（46）　Id. at 856-57. 
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べきであると主張されたのである（47）。しかし、Rule 23 (b)に規定されるい
ずれのクラス・アクションを大規模不法行為事件で用いるのかについては
見解が分かれた。Rule 23 (b)(3)のクラス・アクションを根拠とする旨を
示したのがパン・アメリカン航空の飛行機事故判決（48）であったが、これ
に賛同する論者は少数であった（49）。
　一方で多くの論者は、(b)(1)のクラス・アクションを使うべきであると
主張したのである（50）。その理由として、Rule 23 (b)(1)が(A)および(B)で広
範な状況に対応したものであることが挙げられた。(A)でクラス・アクショ
ンによらなければ複数の訴えの間で矛盾する判決が出される場合と、(B)
で資金が制限されておりクラス・アクションによらなければ出廷しない者
の利益が侵害される場合が定められているからである。(A)では裁判所の
判断が、主観的かつ客観的な訴えの併合を行うクラス・アクションにより
統一されるとともに、すべてのクラス構成員に公平な対応が可能となる。
さらに、司法経済にも叶うことも利点となる（51）。(B)は、加害者の責任が
限定されて損害賠償額が法的に制限される場合や、加害者の資金が制限さ
れている場合に対応する。大規模不法行為とりわけ大規模事故での広範
な利害を考慮に入れると、Rule 23(b)(1)がこの事件に最適であると考えら
れたのである（52）。そして、複数の訴えの提起により矛盾した判断を避けつ
つ、不法行為被害者間での利害対立を回避することに焦点が当てられた結
果、大規模不法行為事件では必然的にクラス・アクションが訴えの形式と
（47）　Comment, The Use of Class Actions For Mass Accident Litigation, 23 LOY. L. REV. 383, 
385 （1977）.
（48）　Causey v. Pan Am. World Airways, Inc., 66 F.R.D. 392, 398 （E.D. Va. 1975）.
（49）　See, e.g., Comment, Mass Accident Class Actions, 60 CAL. L. REV. 1615, 1620（1970）.
（50）　See, e.g., Comment, Litigation of Mass Air Crashes, 29 RUTGERS L. REV. 425, 447-48 
（1976）; Note, Class Action‐Mass Accident Litigation, 40 J. AIR L & COM. 320, 332
（1974）; Note, Class Certification in Mass Accident Cases under Rule 23 (b)(1), 96 HARV. 
L. REV. 1143, 1160 （1983）.
（51）　Comment, supra note 47 at 402.
（52）　Id. at 402-403.
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なり、そこでRule 23 (b)(1)が好ましい類型とされたのである（53）。
２．連邦裁判所による大規模不法行為クラス・アクションの承認
　大規模不法行為訴訟の嚆矢となったアスベスト訴訟は、1980年代後半
から90年代初頭にかけて連邦裁判所に提起されたクラス・アクションの
承認を促す端緒となった（54）。
　まず1986年のIn re School Asbestos Litigation（55）で、第３巡回区連邦控訴
裁判所はアスベストによる財産損害の賠償を求めた事件のクラス・アク
ションを承認した。同じく1986年のJenkins v. Raymark Industries, Inc.（56） 
で第５巡回区控訴裁判所は、アスベストによる人身被害の賠償を求めたク
ラス・アクションを承認している。1987年には第２巡回区連邦控訴裁判
所はIn re Agent Orange Litigation（57）で、ベトナム戦争時に散布した枯葉剤
による人身被害の賠償を求めたクラス・アクションを承認した。そして
1989年には、In re A. H. Robins Co.（58）で第４巡回区連邦控訴裁判所は、ダ
ルコン・シールドによる人身被害の賠償の和解を目的としたクラス・アク
ションを承認している。
　大規模不法行為の訴えにおいてクラス・アクションの承認傾向が示され
たのは、まず大規模不法行為事件にかかわらずクラス・アクション自体の
成立要件が緩和された結果であった。具体的には、第５巡回区連邦控訴裁
判所での1980年代から1990年代初頭にかけての動向に示されている。ま
ず、1982年のHorton v. Goose Creek Independent School District（59）では、
（53）　Note, supra note 50 at 1154-58. 
（54）　John C. Coffee, Jr., Class Wars: The Dilemma of the Mass Tort Class Action, 95 
COLUM. L. REV. 1343, 1357 （1995）.
（55）　789 F.2d 996 （3d Cir. 1986）.
（56）　782 F.2d 468, 469 （5th Cir. 1986）.
（57）　818 F.2d 145, 166-67 （2d Cir. 1987）.
（58）　880 F.2d 709, 747-48 （4th Cir. 1989）.
（59）　690 F.2d 470 （5th Cir. 1982）.
大規模不法行為クラス・アクション（楪） 99
Rule 23(a)(4)の代表の適切性について緩和した要件を示した。本件は、学
区が小学生の麻薬とアルコール被害の増加に対応するために、小学校の教
室で児童に対し所持をかぎわける犬を使ったことについて、児童らが連邦
憲法第４修正に定める違法捜索と押収の禁止に違反すると主張してその
差止めを求めた事件である。裁判所は、原告である控訴人の請求を認め
た（60）。その理由として代表の適切性の要件に言及した。当該要件は代表の
代理人が熱心に代理を行うとともに、専門知識およびクラス・アクション
の代理人としての経験も豊富であれば満たされると述べたのである（61）。
　次に、1986年のJenkins v. Raymark Industries, Inc.（62）が出されている。
本件は約5,000にのぼるアスベストによる人身被害の損害賠償請求の訴え
が同巡回区管轄区内で提起されたことを受け、一部の原告がクラス・アク
ションの承認を求めた事件であった（63）。本判決では、共通の争点の解決が
大多数のクラス構成員に影響を与えれば、共通性の要件が満たされること
を示した（64）。最後に、1993年のForbush v. J.C. Penney Co., Inc.（65）がある。
本件は、百貨店のJCペニーに雇用されていた原告が、受領する年金額が
企業年金制度を定めたエリサ(ERISA)法に違反すると主張して同社を訴え
た事件である。本判決は、共通性が満たされれば典型性要件の立証は不要
と判断し、クラス・アクションを承認している（66）。
　第５巡回区連邦控訴裁判所による上記の先例に準拠して、同巡回区管轄
内の連邦地方裁判所は多数の請求の原因が主張される訴えにおいても共通
（60）　Id. at 487.
（61）　Id. at 484.
（62）　782 F.2d 468 （5th Cir. 1986）.
（63）　Id. at 470.
（64）　Id. at 472.
（65）　994 F.2d 1101 （5th Cir. 1993）.
（66）　Id. at 1106. ERISA法(Employee Retirement Income Security Act, Pub. L.93-406, 88 
Stat. 829)とは、1974年に合衆国議会により制定された従業員退職所得保障法である。
私企業における年金制度の最低限の基準を設定するとともに従業員福祉制度と関連
した連邦所得税法の効果について広く規定する。当該連邦法は、年金加入者とその
受益者の年金上の利益を守ることを主眼として制定されている。
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の争点を推定し、クラス・アクションを承認する傾向を示したのである。
これが喫煙による人身損害の賠償を判断した1995年のCastano v. American 
Tobacco Co.（67）である。本件ではダルコン・シールド事件と同様に、過
失、故意、そして厳格責任の不法行為のみならず、保証契約違反や州消費
者保護法違反など複数の請求の原因に基づいて訴えが提起されていた。事
実審のルイジアナ州東部地区連邦地方裁判所は、まず原告クラスをニコ
チン依存症に罹患した集団ととらえ、これが数百万にのぼるとして多数
性の要件を満たすと述べた（68）。共通性の要件については、共通の争点の解
決により大多数のクラス構成員に影響を与えるものであることを求めた
Jenkins判決に準拠した。被告が習慣性薬物であるニコチンの性質を原告
に伝えていなかったことが、クラス全体にかかわる共通の争点であると判
断したのである（69）。典型性についてはForbush判決にしたがい、代表とそ
の他のクラス構成員間には重大な法的根拠の相違がないとして、満足さ
れていることを認めた（70）。さらに代表の適切性については、Horton判決を
根拠として代理人の資質があるとして適切性を認め（71）、クラス・アクショ
ンの成立を承認したのである（72）。第５巡回区連邦控訴裁判所によるRule 
23(a)の要件とりわけ共通性と適切性要件の緩和により、ダルコン・シー
ルド事件の控訴審判決とは異なり、多数の請求の原因が主張される訴えに
ついてもクラス・アクションを承認したのである。
３．1990年代後半からの連邦控訴裁判所の対応
　1980年代における大規模不法行為事件でのクラス・アクションを承認
する連邦裁判所の動向は、1990年代後半から変化を見せ始めるようになっ
（67）　160 F.R.D. 544 （E.D. La. 1995）.
（68）　Id. at 550.
（69）　Id.
（70）　Id. at 551.
（71）　Id.
（72）　Id. at 560.
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た。その中でも以下に挙げる三件の連邦控訴裁判所の判断は、クラス・ア
クションに対する従前のものとは評価が異なるものであった。
　まず1995年に第７巡回区連邦控訴裁判所はIn re Rhone-Poulenc Roter Inc.
で（73）、HIVウイルスに感染した血友病患者などで構成されるクラスの成立
を否定した。原告クラスは、血友病患者やその配偶者、そして後見人で
構成されていた。原告は、血友病の治療の際に使用した抗血友病因子製剤
（antihemophiliac factor concentrate）でエイズウイルス（HIV）に感染し、
後天性免疫不完全症候群いわゆるエイズを発症したと主張した。そして、過
失による不法行為と製薬会社が血友病患者に負う信認義務違反を根拠とし
て、損害賠償請求の訴えを提起した。第７巡回区控訴裁判所のPosner裁判
官は、クラス・アクションを承認しなかった。その理由としてまず損害賠償
額の相違をあげた。個別の訴えが提起された場合に被告が支払わなければな
らない損害賠償額を１億2500万ドル、そしてクラス・アクションの場合に
は250億ドルと算定したのである（74）。次に、クラス・アクションを用いれば
法的責任が不明であるにもかかわらず、被告は破産を回避するために和解を
選択せざるを得ないことを指摘した（75）。元来クラス・アクションは、被害者
個々の損害額が少ないために個別の訴えでは訴訟費用の方が高額になる場合
を想定しており、本件ではそもそも損害額が高いために不適切であると述べ
た（76）。以上を踏まえて、個別の訴えが可能であるならば製薬会社を破産に追
（73）　51 F.3d 1293 （7th Cir. 1995）.
（74）　Id. at 1298. Posner裁判官は、過去のHIV事件で原告が勝訴したものは13案件中で
11案件のみであったこと、そして現在300以上の訴えが提起されている現状から、
原告が勝訴するのは約25案件であるとした。それらを総計するとともに、ほとんど
の原告の訴権が出訴期限を超えて消滅していることを勘案して、個別の訴えが提起
された場合には被告は１億2500万ドルの損害賠償を支払う必要があると判定した。
出訴期限を超えていない想定約5,000人で構成されるクラス・アクションでは、過去
の事案の例から、被告は少なくとも250億ドルの損害賠償と破産手続に直面すること
になると述べている。
（75）　Id. at 1299.
（76）　Id. at 1229-1300.
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い込む必要はないと、クラス・アクションを承認しなかったのである（77）。本
判決は、被告の責任が不明という仮説の上に立っていた。しかし、実体法上
被告の責任が不明であろうとも、クラス・アクションを承認するかはあくま
でも訴訟法上の問題である。そこで本判決は、被告の責任という本案の視点
からクラス・アクションの承認を審理したのである（78）。
　1996年の第６巡回区連邦控訴裁判所によるIn re American Medical 
Systems, Inc.（79）は、アメリカン・メディカルシステム社が開発販売した陰
茎プロテーゼによる人身損害の賠償を求めるクラス・アクションを否定し
た例である。まず裁判所は、単一の行為を原因とした不法行為がクラス構
成員各々に対して等しく影響を及ぼし、被告の責任がクラス構成員全体に
かかわる場合には、クラス・アクションが紛争解決の方法として最善であ
ることを確認した（80）。一方、本件のような事実および法的な争点が個々の
クラス構成員により大幅に異なる場合には、医療用器具の製造物責任事
件でクラス・アクションを承認することは不適切であると指摘した（81）。次
に、本件のように原告が多くの州の州民で構成されている場合には、適用
される州実体法が異なるため、個々の州法の詳細を述べて陪審への説示を
行うことは不可能であると述べた（82）。その上で、本件のクラス・アクショ
ンを承認できないと判断したのであった（83）。
（77）　Id. at 1300.
（78）　この点については、Rovner裁判官の反対意見がある。同裁判官は、すべてのク
ラス・アクションには被告に対して和解を強いる危険性が存在しているが、和解に
よって控訴審理がなされなくなることはないと述べる（Id at 1305）。そして、本判
決の本案勝訴をクラス・アクション承認の条件にしていることについて批判する。
本案判断となる被告の法的責任の有無にかかわらず、Rule 23はクラス・アクション
を承認するか否かを決定するものであると述べるのである（Id. at 1308）。
（79）　75 F.3d 1069 （6th Cir. 1996）.
（80）　Id. at 1084. これは第６巡回区連邦控訴裁判所の先例であるSterling v. Velsicol 
Chemical Corp., 855 F.2d 1188, 1196-97 （6th Cir. 1988）において述べられていた。
（81）　Id. at 1084-85.
（82）　Id. at 1085.
（83）　Id.
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　1980年代に大規模不法行為事件で広くクラス・アクションを承認し
た第５巡回区連邦控訴裁判所は、1996年のCastano v. American Tobacco 
Co.（84）で、「連邦裁判所における最大規模のクラス・アクション」（85）の承認
を否定した。本件は、ニコチン中毒者とその家族がタバコ製造会社を相手
取ってニコチン中毒による人身損害の賠償を請求したものであった。原告
は、被告がニコチンの中毒性を認識しながら、原告にその情報を開示す
ることを不正に行わなかったと主張した（86）。原審はRule 23 (b)(3)に基づい
てクラス・アクションを承認した（87）。控訴審の第５巡回区連邦控訴裁判所
は、原判決を破棄した。原告クラス構成員が居住する州法には相違があ
り、Rule 23 (b)(3)が求める卓越性が満足されていないのがその理由であっ
た（88）。裁判所は、州法の相違がどの程度Rule 23 (b)(3)所定の共通の争点の
卓越性に影響を与えるのかを検討する必要性があると指摘した（89）。原告が
卓越性につき挙証責任をもつにもかかわらず行っていないこと（90）、そして
州法の相違によりクラス・アクションの維持がどの程度困難になるかに
ついての検討が、原審によりなされていない点に言及したのである（91）。次
に、クラス・アクションがこの紛争解決のために優れた方法であるかにつ
いての検討を行った。従前では大規模不法行為事件でクラス・アクション
が用いられておらず（92）、また審理の指針となる個別の訴えの詳細が明らか
でないので、クラス・アクションによる審理が個別の訴えよりも優れてい
るかを判定することはできないと判断した（93）。最後に裁判所は、クラス・
（84）　84 F.3d 734 （5th Cir. 1996）.
（85）　Id. at 737.
（86）　Castano v. American Tobacco Co., 160 F.R.D. 544, 548 （E.D.La. 1995）.
（87）　Id. at 560.
（88）　84 F.3d at 739-41.
（89）　Id. at 741.
（90）　Id. at 742.
（91）　Id. at 743-44.
（92）　Id. at 746.
（93）　Id. at 746-47.
白鷗法学　第22巻１号（通巻第45号）（2015）104
アクションが承認されず個別の訴えが多数提起されることについて言及し
た。個別の訴えは多くの陪審審理を可能にさせ、その結果多くの判断の指
針となるサンプルを得ることができるため、クラス・アクションよりも望
ましいと述べたのである（94）。個別の訴えによれば、裁判所が争点を明確化
することができるだけでなく、司法がもつ人的資源の保護に叶うと判断し
たのである（95）。
　第９巡回区連邦控訴裁判所は、1996年のValention v. Carter-Wallance, 
Inc.（96）で、抗てんかん薬により発症した再生不良性貧血の損害賠償を求め
たクラス・アクションを承認しなかった。Shroeder裁判官は、Rule 23 (b)
(3)の卓越性とクラス・アクションの優位性が立証されていないことを判
断の理由とした（97）。さらに、Rule 23 (b)(3)の要件を審理する際には、司法
経済およびクラス・アクションを維持する困難さを考慮しなければならな
いと付言したのであった（98）。
　以上の1995年前後に判断された連邦控訴審判決は、大規模不法行為事
件でのクラス・アクションを用いることに対して２点の消極的姿勢を示し
た。第１は、第７巡回区連邦控訴裁判所によるIn re Rhone-Poulenc Roter 
Inc.で示されたものである。クラス・アクションと個別の訴えでの想定
損害賠償額を比較し、個別の訴えの方が少額である点を強調したことで
ある。第２は、第６巡回区連邦控訴裁判所によるIn re American Medical 
Systems, Inc.で示されたものである。Rule 23 (b)(3)が求める共通の争点の
卓越性とクラス・アクションの紛争解決方法としての優位性を複合的にと
らえた判断である。不法行為の原因がクラス構成員各々に対して同一であ
り、かつ被告の責任がクラス構成員全体にかかわる場合には、共通性要件
（94）　Id. at 748. In re Rhone-Poulenc Rorer, Inc., 51 F.3d at 1300を引用している。
（95）　Id. at 749.
（96）　97 F.3d 1227 （9th Cir. 1996）.
（97）　Id. at 1230.
（98）　Id. at 1234-35.
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が満足されるとともに、クラス・アクションは紛争解決の方法として優位
することを確認したのである。本判決は第９巡回区連邦控訴裁判所におい
て受け入れられたが、その際にRule 23の要件のうちとりわけ(b)(3)に限定
してクラス・アクションの承認の判断がなされているのである。
　それでは、大規模不法行為事件をクラス・アクションで審理する傾向が
現れてきた1980年代以降、Rule 23の規定するクラス・アクションの要件
はいかなる解釈がなされてきたのか、次章で検討する。
三　大規模不法行為クラス・アクションの成立要件
１．Rule23(a)(1)·(2)：多数性と共通性の要件
　クラス・アクションが承認されるには、まず多数当事者の存在が必
要となる。Rule 23(a)(1)は、クラス構成員となる当事者が多数で併合が
実行困難(impracticable)でなければならないと定めている。しかし、多
数を定義する明確な数は存在せず、相当な数を示すだけで足りると解
されている（99）。また、実行困難については完全に実行ができない不可能
(impossible)となる程度までは要求されていない（100）。多数性の要件はあく
までも主観的なもので、クラス構成員の特定とそこから派生するクラス構
成員の正確な数を証明する必要がないことになる。多数か否かの判定は当
然のことながら常識の範囲内になる（101）。
　次にRule 23(a)(2)が定めるのは、クラスに共通の法的または事実的な争
（99）　Robidoux v. Celani, 987 F.2d 931, 935 （2d Cir. 1993）.
（100）　Nicholson v. Williams, 205 F.R.D. 92, 98 （E.D. N.Y. 2001）.
（101）　Brewer v. Friedman, 152 F.R.D. 142, 143（N.D. Ill. 1993）. Rule 23(a)(1)が求める
当事者が多数であることにつき、多数の定義は曖昧なものとなっている。大規模不
法行為に特定しないクラス・アクション全般について分析した邦文論考によれば、
この多数性を満たすには最低限25人程度が必要で40人程度あればほぼ十分であると
指摘されている。この点について、楪博行「クラスアクションにおける当事者クラ
スを構成する要件―当事者の多数性と争点の共通性―」人間学部研究報告13号14頁
（2012）を参照。
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点の存在である。当該要件は、共通の争点を審理することでクラス構成員
に影響を与えることを判定する基準となり、一つでも共通の争点があれば
満たされると判断されてきた（102）。船内で調理された食事で乗船客が食中
毒になった事件や（103）、ベトナム戦争中に使用された強力な枯葉剤である
エージェント・オレンジ剤で疾病を発症させた事件（104）での判断がその例
である。しかし、製造物責任の事件においては争いがある。ペット除虫剤
によりペットに被害が発生した事件においては、各々のペットの被害内容
とともにその程度も異なるとして、ペットの飼い主であるクラス構成員間
には共通の争点が不在と判断されている（105）。一方で、放射能汚染の事件
では一つの共通の争点で共通性の要件は満足される。被告の基本的な方針
(general policy)によりクラス構成員が影響を受けたのであれば、共通性が
満たされるというのである（106）。換言すれば、被告が基準値を上回る放射能
量が放出され、それが人体に悪影響を与えることなどを認識していたこと
を意味する。
　ところで、コモン・ロー上すなわち不法行為法上の詐欺を根拠とする訴
えではクラス・アクションが成立しない傾向が示されている。不法行為法
上の詐欺ではクラス構成員個々の争点を審理する必要があるためである。
不法行為法上の詐欺が成立するためには、まず被害者が被告の詐欺的言質
または行為を正当に依存（信頼）しなければならない。原告個々につい
て依存の有無を判断しなければならないため、共通性が失われるのであ
る（107）。原告が現実に入手した情報を精査して依存の合理性を判定すること
になり、クラス構成員を一括してそれを証明することは容易ではない（108）。
（102）　Jenkins v. Raymark Industries, Inc., 782 F. 2d 468, 472 （5th Cir. 1986）.
（103）　Bentkowski v. Marfuerza Compania Maritima, S.A.,70 F.R.D. 401, 403 （E.D.Pa. 
1976）.
（104）　In re "Agent Orange" Product Liability Litigation, 100 F.R.D. 718 （E.D.N.Y. 1983）.
（105）　Ikonen v. Hartz Mountain Corp., 122 F.R.D. 258, 265 （S.D.Cal. 1988）.
（106）　Day v. NLO, Inc.,144 F.R.D. 330, 333 （S.D.Ohio 1992）.
（107）　Robertson v. First Union National Bank, 565 S.E. 2d 309, 313-14 （Ct.App. 2002）.
（108）　Broussard, 155 F.3d at 341.
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詐欺を請求の原因とする訴えは依存についての争点が原告個々により異な
るために、クラス・アクションとして成立できないことになる（109）。
２．Rule23(a)(3)・(4)：請求の典型性と代表の適切性の要件
　Rule 23 (a)(3)は、クラス代表者の請求と抗弁がクラス全体のそれに典
型であることを求めている。ここでいう典型とはクラス代表とクラス構成
員の請求が同一ということではない。むしろ請求の原因と救済が同一であ
ることを意味し、代表を含んだクラスの一体性が求められていることであ
る（110）。合衆国最高裁判所は、出廷しないクラス構成員の利益を公平かつ適
切に保護するために、クラス代表とすべてのクラス構成員の請求が相互関
係にあるか否かを決定する指標としてこの要件を位置づけている（111）。
　典型性の要件は、大規模事故事件においては容易に満足することができ
る。他の構成員と同様な損害を被ることが求められるため（112）、単一の原因
で被害を与える大規模事故では、クラス代表者とクラス構成員の間にこの
相違が存在しないためである。しかし、製造物瑕疵および有害物質不法行
為による大規模不法行為では、大規模事故とは異なる結果が示される。ア
スベスト事例であれば、全米規模で損害が発生するとともにその発生にク
ラス構成員間で時間差が生じるためである。この相違を回避するために、
居住地域と発症時期によりクラスを制限的に構成する手法が採られてき
た（113）。また、哺乳瓶の事故による製造物瑕疵の事件では、証明責任の程度
（109）　Castano v. American Tobacco Co., 84 F.3d 734, 745 （5th Cir. 1996）.コモン・ロー上
の詐欺についてはこのような判断となっているが、証券詐欺においては異なる結果
となる。詐欺の成立要件については後掲注（276）を、またクラス・アクションにお
ける証券詐欺の事例との比較については後掲第五章５を参照。
（110）　See, e.g., Scholes v. Moore, 150 F.R.D. 133, 137 （N.D.Ill. 1993）.
（111）　Falcon v. General Tel. Co., 457 U.S. 147, 157 n.13 （1982）.
（112）　Aks v. Bennett, 150 F.R.D. 187, 191 （D.Kan. 1993）.
（113）　Payton v. Abbott Labs, 83 F.R.D. 382, 388 （D.Mass. 1979）.　D.E.S.被害による損害
賠償請求のクラス・アクションにおいて、クラス構成員をマサチューセッツ州に限
定しており、これが典型性を満たす理由としている。
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ごとにサブ・クラスを作りクラス・アクションの承認が求められた（114）。
　同一の請求の原因に基づいて救済が請求される場合であれば、クラス代
表とクラス構成員間の事実上の相違は許容される。たとえば、喫煙してい
るタバコの銘柄や発症したガンの程度による相違である。しかし、禁煙期
間の有無や喫煙の有毒性の認識の有無など喫煙習慣上の相違がクラス代表
とクラス構成員間に存在すれば、典型性が否定される（115）。喫煙習慣上の相
違は、損害発生の因果関係にかかわるものであるために、請求の原因の同
一性が担保できない。因果関係にかかる相違は、特定のクラス構成員のみ
が精神的損害を主張する場合においても典型性を否定する要因となる（116）。
不法行為実体法上の要件に直接かかわる相違は、典型性が満足されない要
因になるのである。
　Rule 23 (a)の第４の要件は、クラス代表がクラス構成員の利益を公平か
つ適切に代表していることを求めるものである。適切となるには、まずク
ラス代表による訴えを遂行する能力が必要とされる。クラス代表に記憶障
害や集中力を欠く状態が継続していれば、この能力は否定される（117）。した
がって通常人としての能力が推定できれば、適切性は否定されることはな
い。
　適切性の判断対象となるのはクラス代表本人についてではなく、その代
理人である。その際には代理人の経験と訴訟追行能力があることのみが求
められる（118）。大規模不法行為事件においては、同一の事件で多数の原告が
複数のクラス・アクションを提起する場合がある。それが併合されると複
数の代理人により弁護団が構成される。実体かつ手続上の争点を整理して
裁判所に提示し、相手方代理人と審理計画や証拠開示手続で示される証拠
（114）　Davenport by Fowlkes v. Gerber Products Co., 125 F.R.D. 116, 118 （E.D.Pa. 1989）.
（115）　Estate of Mahoney v. R. J. Reynolds Tobacco Co., 204 F.R.D. 150, 155 （S.D.Iowa 
2001）.
（116）　Ryan v. Eli Lilly & Co., 84 F.R.D. 230 （D.S.C. 1979）.
（117）　Roundtree v. Cincinnati Bell Inc., 90 F.R.D. 7, 10 （S.D.Ohio 1979）.
（118）　Scholes v. Moore, 150 F.R.D. 133, 137 （N.D.Ill. 1993）.
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の打ち合わせを行う役割をもつ先導代理人(lead counsel)を（119）、裁判所は
複数の代理人から選任することになる。この場合には、先導代理人として
の適切性が審理されることになる（120）。
　代理人の適切性が問題となるのは、代理人の訴訟追行能力よりもむしろ
代理意思である。その例として、ダルコン・シールド事件で第９巡回区連
邦控訴裁判所は、原告代理人が代理行為の進捗から不承不承代理を行って
いると判断して適切性を否定した（121）。以上のように代表の適切性は、適切
な代理人の選任に拠っているのである。
３．Rule23(b)(1)：矛盾する判決の回避と制限資金のクラス・アクション
　個別の訴えがクラスの個々の構成員の利益を害する２つの危険性が発生
する場合に、Rule 23 (b)(1)はクラス・アクションを承認する。まず(A)は、
個別の訴えが提起されると矛盾する判断が示されるおそれがあり、それを
回避するための個々の訴えを統合したクラス・アクションを定めている。
次に(B)は、個別の訴えでは訴訟当事者以外の者の利益を実質的に侵害す
るので、それを回避するクラス・アクションを定めている。Rule 23 (b)(1)
は、統一された集団と判断を必要とするクラス・アクションということに
なる。その為、クラス構成員がクラスから離脱して個別に訴えを提起する
ことは許容されず、このクラス・アクションは強制型クラス・アクション
と呼ばれることになる（122）。
（119）　32 Am. Jur. 2d Federal Courts § 551 （updated 2014）.
（120）　代理人の適切性が問題となるのは、複数の代理人がかかわるクラス・アクショ
ンでの和解の場面である。和解を目的とするクラスが既に損害を受けたものと未だ
に損害を受けていないものに分かれ、かつ各々のクラスの代理人が異なる場合であ
る。このような場合においては、クラス構成員間で利害対立があり、代表の適切性
は否定される（See, e.g., Georgine v. Amchem Products, Inc., 83 F.3d 610, 618 （3d Cir. 
1996）.）。
（121）　In re Nothern District of California, Dalkon Shield IUD Products Liability Litigation, 
693 F.2d 847, 851 （9th Cir. 1982）.
（122）　Wright, supra note 5 at 42 n.5.
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　この性質からRule 23 (b)(1)(A)では、クラス・アクションが承認された
後の影響が考慮される。クラスからの離脱が既判力により遮断されるため
である。何らかの理由で個別の訴えを提起せざるを得なくなった者に、既
判力を及ぼさない処置が必要となる（123）。1980年のバージニア州東部地区
連邦地方裁判所判決であるPruitt v. Allied Chemical Corp.（124）は、Rule 23 (b)
(1)(A)をクラスに反対する当事者を保護する規定であると解釈し、クラス
からの離脱を認めた。さらに、当該当事者が保護を求めなくてもクラスか
らの離脱が可能なのかの検討が必要となることを指摘した（125）。
　ところでRule 23 (b)(1)(B)は、一括した訴えにより、当事者の利害関係
を調整する目的をもつ（126）。このクラス・アクションは従前より共済組合の
設立や、株主による配当請求の訴えなどがこれに該当するものと考えられ
てきた（127）。これらの例が示すのは、請求された権利と救済が共通である
ため、個々のクラス構成員による個別の訴えの提起は制限されることであ
る。したがって、Pruitt判決がクラスから離脱を認めているが、Rule 23 (b)
(1)(A)はそれを認めない規定と解するのが妥当となる。
　ところで、Rule 23(b)(1)(B)にいう訴訟当事者以外の者の利益を侵害す
るとはいかなる場合か。1988年のダルコン・シールド損害の保険金支払い
にかかる和解を判断した裁判例がそれを示している。ダルコン・シールド
被害者の一部が個別に訴えを提起したところ、製造者であるA. H. Robins
は保険会社に保険金支払いを求めて和解に達した。これに対して、多くの
被害者が和解の無効を求めてクラス・アクションを提起したのが本件であ
る。第４巡回区連邦控訴裁判所は、Rule 23(b)(1)(B)の当事者以外の者の
利益を侵害する状態であるとして、クラス・アクションを承認した。「も
（123）　Hernandez v. Motor Vessel Skyward, 61 F.R.D. 558, 560 （S.D.Fla. 1973）.
（124）　85 F.R.D. 100 （E.D.Va. 1980）.
（125）　Id. 106-107.
（126）　Benjamin Kaplan, Continuing Work of the Civil Committee: 1966 Amendments of the 
Federal Rules of Civil Procedure （I）, 81 HARV. L. REV. 356, 388 （1967）.
（127）　Id. at 388.
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し個々の原告が勝訴すると、ダルコン・シールド被害者へ賠償するための
保険金が減少するリスクが起こり、そして紛争が再発することになる。こ
のような請求は単一の法廷地で審理されなければならない」と述べたので
ある（128）。また、Rule 23(b)(1)(B)のクラス・アクションでは、すべての請
求を満足させるには不十分な資金に対して多くの者が訴えを提起する状
態、すなわち制限資金(limited fund)の状態での訴えが対象となる。従前か
ら信託財産、銀行預金、保険収益、そして会社資産の清算などがあげられ
ており、このクラス・アクションではクラス構成員で分配する予定の財産
が既に存在していることが前提となっているのである（129）。
　1999年に合衆国最高裁判所はアスベスト被害にかかる和解を審理した
Ortiz v. Fiberboardで、Rule 23 (b)(1)(B)のクラス・アクションでは個々の
クラス構成員にはクラスから離脱する権利が与えられていないことを確認
した（130）。その上で、保険金からの支払い分を入れると明確な資産額が不明
であると述べて、Rule 23 (b)(1)(B)のクラス・アクションの成立を承認し
なかった（131）。
　Ortiz判決以降の連邦巡回区控訴裁判所は、本判決を根拠として現に
存在し上限のある資産を前提とする訴えに、Rule 23 (b)(1)(B)のクラ
ス・アクションを限定する判断を示した。2000年に連邦第６巡回区控
訴裁判所は、瑕疵あるペースメーカーによる損害の賠償を請求したIn re 
Telectronics Pacing Systems（132）で、Rule 23 (b)(1)(B)が対象とする制限資
金を、損害保険金など不法行為発生後に当事者によって調達された資金
以外のものと定義した（133）。本件の和解を目的とするクラス・アクション
（128）　In re A.H.Robins Co., Inc., 85 B.R. 373, 381-82 （E.D.Va. 1988）.
（129）　Id. at 834.
（130）　Ortiz v. Fiberboard , 527 U.S. 815, 833 （1999）.
（131）　Id. at 850.
（132）　221 F.3d 870 （6th Cir. 2000）.
（133）　Id. at 873.
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は、その制限資金に該当しないとして承認しなかったのである（134）。
　したがって、Ortiz判決以降、保険金など大規模不法行為発生後に取得
した金銭を賠償のための資金とするクラス・アクションは、Rule 23 (b)(1)
(B)の範疇から除外されることになった。この範疇に該当するクラス・ア
クションは、訴え提起の段階で現に存在する会社資産を制限資金として、
その額の範囲内で損害賠償請求がなされるものに限定された。
　Rule 23 (b)(1)(B)のクラス・アクションでは、クラス構成員間の利害対
立を回避するため、原則としてクラス構成員はクラスから離脱することが
できない。また、離脱を認める文言も連邦民事訴訟規則上存在しない。こ
のクラス・アクションがクラスからの離脱を認めない強制型であることに
ついて、1992年に第２巡回区控訴裁判所はその理由を二つの判決で示し
ていた。まず、In re Drexel Burnham Lambert Group, Inc.（135）では、一部
のクラス構成員が自らの利益のために個別の訴えを提起しようと試みるの
で、他のクラス構成員への救済を不当に消滅させない上でクラスからの離
脱を認めないことが必要であると述べている（136）。次に、In re Joint Eastern 
and Southern District Asbestos Litigation（137）では、初めに訴えを提起して勝
訴した当事者が後続して訴えを提起する当事者の損害賠償の獲得を遮断す
ることを防ぐために、このクラス・アクションが必要であることを認める
のである（138）。第２巡回区連邦控訴裁判所は、個別の訴えと後続の訴えの提
起を担保するために、Rule 23 (b)(1)(B)のクラス・アクションをクラス構
成員のクラスから離脱を認めないものと解釈するのである。
　一方で同巡回区は、1990年のCounty of Suffolk v. Long Island Lighting 
Co.（139）で、連邦地方裁判所がクラスからの離脱を認める裁量権をもつと
（134）　Id. at 876-77.
（135）　960 F.2d 285 （2d Cir. 1992）.
（136）　Id. at 292.
（137）　982 F.2d 721 （2d Cir. 1992）.
（138）　Id. at 736-37.
（139）　907 F.2d 1295 （2d Cir. 1990）.
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判断した（140）。原審でWeinstein裁判官は、２つの基準を示していた。第１
が、クラスの離脱を認めることにより、残余のクラス構成員が得られる救
済が危険にさらされないことである。そして第２が、離脱を認められる者
と残余のクラス構成員の置かれた状況と請求手続が異なることである（141）。
第２巡回区連邦控訴裁判所は原審判断を維持して連邦地方裁判所に離脱の
裁量権を認めたのである（142）。ここで示された方向性は他の巡回区におい
ても否定されていない。Weinstein裁判官が第１の基準で述べるように、
他のクラス構成員の利益を侵害するのであれば、クラスからの離脱は認め
るべきではない。一方で、利益を侵害されないことが担保されるのであれ
ば、離脱は否定される必要がない（143）。
４．Rule23(b)(2)：差止命令を求めるクラス・アクション
　Rule 23 (b)(2)は、差止命令や宣言的判決による救済を請求するクラ
ス・アクションを認めている。大規模不法行為で損害賠償以外の救済が求
められる案件は稀である。ただし、有害物質不法行為での医療検査を目的
とするクラス・アクションではRule 23 (b)(2)が根拠とされる。1990年の
ミネソタ州連邦地方裁判所は、多くの者が有害物質にさらされた際には、
差止救済として診断と治療の情報を集約するために、医療検査を請求する
クラスの承認の必要性を指摘した（144）。その後オハイオ州南部地区連邦地方
裁判所は、被告の違法行為により基準値以上の放射線に被曝したとする原
告の主張を認めて、医療検査が必要であると述べてRule 23 (b)(2)のクラ
ス・アクションを承認した（145）。控訴審の第６巡回区連邦控訴裁判所は、医
（140）　Id. at 1303.
（141）　County of Suffolk v. Long Island Lighting Co., 710 F. Supp. 1405, 1421 （E.D.N.Y. 1989）.
（142）　907 F.2d at 1305.
（143）　Newberg, supra note 8 at §17:16. 
（144）　Werlein v. U.S., 746 F. Supp. 887, 895 （D. Minn. 1990）.
（145）　Day v. NLO, Inc., 144 F.R.D. 330, 335 （S.D.Ohio 1992）.
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療検査の請求を差止命令と認識することができると、原判決を維持したの
である（146）。
　医療検査が医療費を伴うものであるため、この請求を損害賠償ととらえ
ることは可能である。それにもかかわらず、差止命令と位置づけてクラ
ス・アクションを承認したのはなぜか。1993年のコロラド州連邦地方裁
判所はCook v. Rockwell Intern. Corp.（147）において、医療検査を「ガンや他
の潜在的疾病の早期発見を促す」（148）ための診断方法であるととらえてい
る（149）。その上で、原告に個別の争点が存在したとしても疾病の発症が共通
であることから、差止命令としての医療検査を認めたのである（150）。
５．Rule23(b)(3)：共通の争点が卓越する場合のクラス・アクション
　Rule 23 (b)(3)が、連邦民事訴訟規則における最後の類型となるクラ
ス・アクションを定めている。クラス構成員に共通する法的または事実上
の争点が個々の構成員のものに卓越し、かつ紛争の公平かつ効果的な解決
のためにクラス・アクションが他の解決方法よりも優ることが、このクラ
ス・アクションの承認要件である。要件具備を判断するにあたりRule 23 
(b)(3)は、(A)から(D)に列挙された四点の考慮要素を示している。第１の
(A)は個別の訴えの提起または抗弁するに十分な個々のクラス構成員の利
益であり、第２の(B)はクラス構成員によりまたはその者に対して既に提
起された訴えの範囲と性質である。第３の(C)は特定の法廷地に訴えを集
中させる利点または欠点であり、そして最後の(D)はクラス・アクション
を維持すれば直面するであろう困難さである（151）。
（146）　In re NLO Inc., 5 F.3d 154, 159 （6th Cir. 1993）.
（147）　Cook v. Rockwell Intern. Corp., 151 F.R.D. 378 （D.Colo. 1993）.
（148）　Id. at 382. 
（149）　Id. at 383.
（150）　Id. at 388.
（151）　FED.R.CIV.P 23 (b)(3)(A)-(D).
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　本号のクラス・アクションは、Rule 23(b)に定められた他の類型がクラ
ス構成員間での矛盾する判断ならびに利害対立の回避および差止請求とい
う、訴えの統合的処理の必要性に由来したものとは異なり、任意的ともい
える広範な適用範囲を対象とするものである。さらにRule 23(a)(2)と同様
に、共通の法的または事実上の争点という文言をもつものの、この争点
が個人のそれに卓越するという一層要件の具備を困難にさせる文言も付加
されている。そこで、連邦地方裁判所による大規模不法行為クラス・アク
ション成立の承認は、Rule 23(a)よりも(b)のクラス承認要件に焦点が置か
れてきた。1980年代以降、多くの大規模不法行為クラス・アクションで
はRule 23(b)(1)ではなく(b)(3)が根拠とされてきた。その理由は、同号の
クラス・アクションが必ずしも一括した訴えでなければならない状況を前
提としていないからである。むしろ、共通の争点が個々のそれに卓越する
とともにクラス・アクションが紛争解決の優越した方法である場合に、特
に認められる訴えの形式にすぎないのである。したがって、本号を拠点に
クラス・アクションが必ずしも必要とされない場合であってもその承認を
求めて訴えが提起されるおそれがあろう（152）。大規模不法行為クラス・アク
ションがRule 23(b)(3)を主たる根拠とすることについて、1986年の第３巡
回区連邦控訴裁判所は、In re School Asbestos Litigation（153）において積極的
な評価を示した。本件は、学区がアスベスト製造業者を相手取り、校舎建
築の際に使用したアスベストによる被害の損害賠償を請求した事件であっ
（152）　ところでRule 23(b)(3)のクラス・アクションでは、裁判所はクラス構成員と想
定される者、すなわち出廷しない当事者（クラス構成員）に対して提起されたク
ラス・アクションの詳細について告知しなければならない（See, e.g.,Charles Silver, 
Comparing Class Actions and Consolidations, 10 REV. LITIG. 495, 499（1991）.）。そこで
明文化されていないがクラスの流動性すなわちクラスからの離脱を認めるクラス・
アクションとなっており、個別の訴えをのぞむクラス構成員は、クラスから離脱し
て個別の訴えを提起することになる（See, e.g.,John C. Coffee, Jr, The Regulation of 
Entrepreneurial Litigation:Balancing Fairness and Efficiency in  the Large Class Action, 
54 U. CHI. L. REV. 877,915-17（1987）.）。
（153）　789 F.2d 996 （3d Cir. 1986）.
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た。本判決はRule 23 (b)(3)のクラス・アクションが、航空機事故など大規
模事故の訴え処理のために適切な方法であると受け入れられてきているこ
とと、単一の訴訟で責任を審理することにより時間と資源を相当に節約し
ていることを併せて積極的に評価した（154）。また、Rule 23(b)(3)はクラスか
らの離脱を認める規定であり、他の強制型のクラス・アクションで生じる
問題を回避するとともに訴えを厭わない者のみをクラス構成員にさせる利
点があると述べている（155）。これは、他のクラス・アクションと比べて承認
が容易であることを黙示したものであり、後年の裁判例においても強調さ
れた点であった。
　さらに1992年のシリコン・ジェルによる豊胸剤の製造物責任の訴えで、オ
ハイオ州南部地区連邦地方裁判所はDante v. Dow Corning Corp.（156）においてク
ラス・アクションを承認した。Rule 23 (b)(3)のクラスを体内および配偶者の
体内にシリコン・ジェルの豊胸剤を入れたすべての者として、その製造者、
開発者および販売者に対する訴えを承認したのである（157）。シリコン・ジェル
を体内に入れたすべての者を自動的に原告クラスに組込んだのである。
　この傾向は、1970年代よりRule 23(b)(3)の要件について必ずしもすべて
の要件および列挙された考慮要素に言及することなく、判断基準が示され
てきたことに由来する。大規模事故である航空機事故の損害賠償を求めた
1975年のヴァージニア州東部地区連邦地方裁判所判決であるCausey v. Pan 
Am. World Airways, Inc.（158）は、Rule 23 (b)(3)に定める要件を満たした上
で、次のいずれかの状況に該当すればRule 23 (b)(3)のクラス・アクション
を承認すべきであると判断した。①クラス・アクションの争点が不法行為
責任に限定されている場合、②クラス構成員が当該訴えを支持している場
（154）　Id. at 1008.
（155）　Id. at 1002.
（156）　143 F.R.D. 136 （S.D.Ohio 1992）.
（157）　Id. at 138.
（158）　66 F.R.D. 392 （E.D.Va. 1975）.
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合、③実質的にすべての被害者が同一の管轄地域に居住することにより準
拠法上の問題が回避される場合である（159）。裁判所はこれらを検討して、ク
ラス・アクションは適切ではないと判断しその承認を行わなかった（160）。本
判決は、Rule 23(b)(3)所定の考慮事項について、唯一(A)の考慮要素すなわ
ち個別の訴えの提起により十分な個々のクラス構成員の利益が確保される
かのみを検討した。そして、本件においてはこれが認められるとして、ク
ラス・アクションの承認をしなかったのである（161）。確かに本判決は、Rule 
23(b)(3)に列挙される考慮要素の(A)のみに言及する。しかし、判決文中で
示した②および③は、Rule 23(b)(3)の列挙事項をほぼ換言したものである。
②のクラス構成員による訴えの支持はクラスの一体化であり、訴訟を追行
する上での原動力と位置づけることが可能である。その結果、クラス・ア
クションを維持する上で容易となることを示し、(D)のクラス・アクショ
ン維持の可能性に近似することになるからである。また、③の被害者が同
一の管轄地域に居住することがのぞましい場合は、(C)がいう特定の法廷
地に訴えを集中させる長短所にかかわる事項であり、内容的には同一とも
いえるのである。
　1974年にはテキサス州東部地区連邦地方裁判所がYandle v. PPG 
Industries, Inc（162）で、有害物質被害の損害賠償請求の訴えにおけるクラ
ス・アクション承認の基準を示した。本件は、アスベスト製造工場の従
業員がアスベスト被害の賠償を求めて当該工場を経営する会社を相手取
り、Rule 23 (b)(3)のクラス・アクションを提起した事件である。本判決
は、1966年の連邦民事訴訟規則改正の際の諮問委員会による意見を踏ま
えて、まず大規模不法行為でクラス・アクションを用いることが三点の理
由で消極的になると述べた（163）。第１は、人身損害が発生した場合には、
（159）　Id. at 397.
（160）　Id. at 399.
（161）　Id. 
（162）　65 F.R.D. 566 （E.D.Tex. 1974）.
（163）　Id. at 569.
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個々の被害者が自らの選んだ代理人により訴えを提起すべきと考えるのが
一般的な感情だからである。第２は、クラス・アクションを用いることに
より弁護士の勧誘を助長させてしまうことである。第３は、個々のクラス
構成員により被告の抗弁が異なるため、個々の争点が共通の争点に卓越す
ることである。本判決はとりわけ第３の点に焦点を当てた。本件において
は、被告の抗弁が危険の引受(assumption of risk)や寄与過失(contributory 
negligence)などクラス構成員個々により異なっていた（164）。また被告経営
の工場で勤務した期間、アスベスト吸入の危険性の知識、防塵マスクの供
与、そしてその使用を行ったかがクラス構成員個々により異なっているこ
とを指摘し、クラス構成員の間に共通の争点がないことを確認した（165）。さ
らに、本判決は、訴訟参加や広域継続訴訟手続（166）も複数当事者訴訟に有
効であることを指摘した（167）。その上でクラスに共通する法的または事実上
の争点が個々のそれに卓越しているだけでなく、クラス・アクションが他
（164）　Id. at 567. 危険の引受(assumption of risk)とは、原告が損害発生の可能性のある
状況に入り込むことを同意していることを意味する積極的抗弁(affirmative defense)
である。その成立要件には、①原告が損害発生の可能性があることを認識し、②
自発的に危険の引受の同意をすることが必要である。また寄与過失(contributory 
damages)とは、被害者である原告がいかに些細であっても過失であれば損害賠償を
否定される理論である。これらについては、楪博行・アメリカ民事法入門・178-179
頁、181-183頁（勁草書房 2013）等を参照。
（165）　Id. at 571.
（166）　広域継続訴訟手続とは、各地区の連邦地方裁判所に提起された訴えを本案審理
前のプレ・トライアルに限定して併合する手続である（28 U.S.C. § 1407）。証拠開
示手続（discovery）の重複により裁判所間で矛盾した判断が示されることを避ける
とともに、当事者・証人の負担軽減と迅速かつ効率的な裁判所運営を目的としてい
る。広域係属訴訟法廷（Judicial Panel on Multidistrict Litigation）が当事者の申立て
または自らの判断で、訴えの併合手続きを決定することになる。尚、連邦裁判所で
の広域係属訴訟手続に類似した制度が各々の州にもあり、複数の訴えが州内の各地
区の州裁判所に係属する場合にそれらを統合してプレ・トライアルを併合する手続
が行われている。州により手続が異なっており、一部の州ではプレ・トライアルの
みならず本案審理をも併合するものとなっている。連邦裁判所と州裁判所での訴え
の併合手続については、楪博行「大規模不法行為訴訟における連邦裁判所と州裁判
所の協働」白鷗法学第21巻２号１頁（2015）を参照。
（167）　65 F.R.D. at 570
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の紛争解決手段に優るものでないとする理由を示して、クラス・アクショ
ンを承認しなかったのである（168）。
　ところで本判決は、クラス・アクションの承認が経費と時間を消費する
告知手続を行わなければならないにもかかわらず、承認の後にクラスを離
脱する者がいることから、必ずしも優越した紛争解決方法ではないと付言
している（169）。確かに本判決ではRule 23 (b)(3)に列挙される要件具備の判
断要素に言及する。しかし、各々の判断要素に検討を加えていない（170）。 
クラス・アクションを消極的にとらえ、それを前提にして結論を導いたわ
けである（171）。
（168）　Id. at 572.
（169）　Id. at 572.
（170）　Id. at 569.
（171）　本判決は、1970年の航空機事故でのクラス・アクション承認案件であるペンシ
ルバニア州東部地区連邦地方裁判所判決のHobbs v. Northwest Airlines, 50 F.R.D. 76 
（E.D.Pa. 1970）.を引用して、Rule 23 (b)(3)のいう個別の争点に卓越する共通の争点
の存在の有無の判断を行った。そして、クラス・アクションの訴訟主体となる集団
すなわちクラスの統一性が欠けていることを理由に、これが不在であると結論づけ
てクラス・アクションを承認しなかったのである（Id. at 78-79.）。
　　　本件は、航空機事故で32人が死亡してその遺族が訴えを提起したものである。本
判決では、請求が極めて重大な程度で請求者の生活に影響を与えており、かつ請求
の方法の選択肢が多岐にわたる場合には、クラス・アクションを承認するのが不適
切であると判断している（Id. at 79.）。とりわけ請求の選択肢の多様性について裁判
所は、一定数の原告は特定の被告にのみ請求すべきであると考えられるとして、原
告のうちの１つの集団であるノースウェスト航空従業員は、被告であるノースウェ
スト航空を相手取ることはできないと述べている（Id.）。本判決もRule 23 (b)(3)(A)
から(D)の考慮要素に言及していないが、クラス・アクションの紛争解決における
優越性を否定している。原告による司法経済の促進とする主張を認めるが、広域継
続訴訟手続も同じ効果があるとしたからである。近時、大規模不法行為案件で広域
継続訴訟手続をクラス・アクションに代替させる動向がある。本判決ではクラス・
アクションと広域継続訴訟手続の長短所を比較して判断が出されたものではなく、
あくまでも司法経済の視点からであった。ただし、1970年の本判決の段階での広域
継続訴訟がクラス・アクションの代替とする指向は、近時の動向を考慮すれば現在
まで底流となっていたと推定可能である。尚、広域継続訴訟手続の現在の状況につ
いては、楪博行「アメリカにおける大規模不法行為訴訟での広域係属訴訟手続―ク
ラス・アクションから広域係属訴訟手続への移行―」法政論叢第51巻第２号177頁
（2015）を参照。
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　CauseyとYandleの二裁判例は、Rule 23(b)(3)所定のすべての考慮要素を
勘案する傾向を示していない。とりわけYandle判決は、卓越性にのみ焦点
を当て審理の結果が個人よりもすべてのクラス構成員である集団に利益を
与えるか否かに、承認基準を集約したのである。というのは、Rule 23(b)
(3)の第２の要件であるクラス・アクションの紛争解決における優越性
が、広域継続訴訟手続の代替により簡潔に否定しているからである。
　大規模不法行為事件においては、損害程度の相違や損害発生時期の相違
を強調すれば、クラス構成員個々の因果関係に焦点が当てられる。その結
果、個別の訴えがそれらに利益を与えることになり、クラス・アクション
は承認されないことになる。Rule 23 (b)(3)所定の考慮要素が詳細に検討
されなかったことは、以上の経緯で卓越性のみに焦点を当てられた判断枠
組みに由来するのである。クラス共通の争点が個々のクラス構成員の争点
よりも抜きん出て重要であることを判定するだけで、クラス・アクション
の承認は判断されたのである。そこで卓越性要件を緩和すれば、Rule23 (b)
(3)のクラス・アクションは容易に承認されることができる。その例が、
1986年のIn re School Asbestos Litigation判決と1992年のDante判決であっ
た。しかし、1995年以降卓越性の具備だけでクラス・アクションの承認
を決する傾向は一層強調され、卓越性の要件が厳格化された。そして、
複数の巡回区連邦控訴裁判所はRule 23 (b)(3)の卓越性の不備を理由とし
て、クラス・アクションの承認を拒否する傾向を示すことになった。
　まず1995年の第10巡回区連邦控訴裁判所判決であるBoughton v. Cotter 
Corp.（172）では、ウラニウム工場から放出された放射能の医療検査を求めた
クラス・アクションを承認しなかった。個々の原告には放射能に被曝した
とされる期間や損害の性質と範囲などに相違があり、一連の被告の行為が
単一とはいえないのでクラスに共通する争点が個々の原告の争点に卓越
するとはいえないと判断したからである（173）。次に1996年のIn re American 
（172）　65 F.3d 823 （10th Cir. 1995）.
（173）　Id. at 826.
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Medical Systems, Inc.では、陰茎プロテーゼによる人身損害のクラス・ア
クションを、クラス構成員個々の争点が卓越するという理由で否定してい
る（174）。そして1996年のIn re American Tobacco Co.（175）では、第５巡回区連
邦控訴裁判所は原告クラス構成員が居住する州の州法には相違があると
して、クラスに共通の争点が個々の構成員のそれに卓越せず、Rule 23 (b)
(3)の要件を満たさないと判断している（176）。以上のように、連邦控訴審レ
ベルでは1995年以降Rule 23 (b)(3)にいう卓越性が満足できないとしてク
ラス・アクションの承認を否定する傾向を示しており、その中心となるの
が個々のクラス構成員の因果関係の相違であった。これらの裁判例での原
告に共通するものは、クラスが様々に損害程度の異なる被害者で構成され
ている点であり、また請求の原因に共通するものは過失のみならず保証契
約違反および州消費者保護法違反など複数の場合である（177）。とりわけ複数
の請求の原因が存在し、それらを客観的併合することにより、複数の法的
または事実上の争点の存在が推定された結果、クラス構成員個々の法的ま
たは事実上の争点がクラスに共通のそれに卓越していないと判断されるに
至ったといえよう。
　Rule 23 (b)(3)所定の要件具備の判断要素については、(D)すなわちクラ
ス・アクション維持で直面する困難性も主要な判断要素とされてきた。そ
の判断の中心にある第１は、クラス構成員の数である。クラス構成員が極
端に多数であると、クラス・アクションが維持できないという理由で承認
（174）　75 F.3d 1069,1085 （6th Cir. 1996）.
（175）　84 F.3d 734 （5th Cir. 1996）.
（176）　Id. at 739.
（177）　Boughton v. Cotter Corp, 65 F.3d at 825では連邦環境法（42 U.S.C.§§9601-9675）
や過失による不法行為、不法侵入、そしてニューサンスに関する州判例法にもとづい
て訴えを提起している。In re American Medical Systems, Inc. 75 F.3d at 1074 では州判
例法上の厳格責任、過失による不法行為、保証契約違反、および詐欺にもとづいて訴
えを提起している。 In re American Tobacco Co. 84 F.3d at 737では、詐欺、故意・過
失による不当表示、故意・過失による精神的加害、そして州消費者保護法違反など９
つの請求の原因にもとづいて訴えを提起している。
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がなされない。輸送船から燃料油が流出しその刺激臭による損害賠償を求
めた事件においては、告知や離脱の処理を行う上で多額の経費がかかると
ともに、これらの手続を行う裁判所の負担も多大となるという理由で、
クラス・アクションが承認されていない（178）。また、人絹のビスコース・
レーヨン製の生理用タンポンがトキシック・ショック症候群を引き起こし
たとして、損害賠償を求めたクラス・アクションにおいても（179）、①製造物
瑕疵による損害が発生したことにつき不知の者に告知する手段が不明であ
り、②全米の何万人もの女性がクラス構成員となるためすべての州の州法
を適用しなければならない、という理由からクラス・アクションの維持が
困難であると判断されている（180）。
　第２は、死亡または重傷など重大な人身損害の被害者の存在である。こ
の場合、クラス・アクションの維持が困難であると判断される。飛行機事
故を例にとれば、死亡および重傷の被害者が必然的に含まれる。重大な損
害を被ったクラス構成員への損害賠償が他の者と比べて高額化するため、
クラス・アクションではなく個別の訴えによるべきであると判断されるの
である（181）。一方で、食中毒の場合には相対的に損害程度が軽く賠償も少額
化するので、クラス・アクションの維持が可能となる（182）。したがって、ク
ラス・アクション維持の判断は、クラス構成員数と重大な人身損害の有無
によって決定されることになる（183）。
（178）　Commonwealth of Puerto Rico v. M/V Emily S., 158 F.R.D. 9, 22-23 （D.P.R. 1994）.
（179）　Harding v. Tambrands Inc., 165 F.R.D. 623 （D.Kan. 1996）.
（180）　Id. at 631-32.
（181）　See, e.g., Palas v. Trans World Airways, Inc. et al., 75 Civ. 209 （S.D.N.Y.1975）.
（182）　Bentkowski v. Marfuerza Compania Martima, S.A., 70 F.R.D. 401, 404 （E.D.Pa. 
1976）.
（183）　対象となるのは人身損害である。火事など重大な財産損害の場合においてはクラ
ス・アクション維持を否定するまでに至っていない（See, e.g., American Trading & 
Production Corp. v. Fischbach & Moore, Inc., 47 F.R.D. 155, 157 （N.D.Ill. 1969）.）。本
件は電気工事の瑕疵により火災が発生したとして、1200人のクラス・アクションに
より損害賠償を請求された事件である。本判決は、被害者の特定が可能という点の
みでクラス・アクションの維持ができると判断している。
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四　大規模不法行為クラス・アクションを巡る現在の問題
１．争点クラス・アクションと合衆国憲法第７修正による制限
　大規模不法行為クラス・アクションの承認を否定した巡回区連邦控訴裁
判所の傾向に加えて、1995年以降一部の裁判所は大規模不法行為でのク
ラス・アクションへの判断に新しい視点を加えてきた。連邦民事訴訟規則
Rule 23 (c)(4)に規定される特定の争点に関するクラス、いわゆる争点ク
ラス・アクション（184）の承認についての是非である。1980年代にはこの争
点クラス・アクションは、ほぼ提起されていなかった（185）。唯一の例外とし
て、責任判定と損害賠償額の審理を分割して手続を進行させる二段階審理
(bifurcation proceedings)を行う場合に用いられていた（186）。今日では二段階
審理は、クラス・アクション以外の民事訴訟においても単一の陪審審理で
頻用されるという点から、争点クラス・アクションと明確に区別されてい
る（187）。
　前述のIn re Rohne-Poulec Rorer Inc.の第１審判決では、クラス全体の法
的因果関係(proximate cause)では共通の争点が存在しないが、過失と信認
義務(fiduciary duty)違反についてはクラス共通の争点が存在すると述べら
れていた（188）。血液提供者の疾病状況の精査と血液製剤による治療につき相
当な注意を払われたかどうかという争点は、血液製剤を媒介として血友病
患者がHIV感染に罹患したことにかかるクラス共通の争点となる（189）。本判
決は、大規模不法行為事件における争点クラス・アクションの可能性を示
したものであった。しかし、第７巡回区控訴裁判所は、争点クラス・アク
（184）　FED. R.CIV. P. 23(c)(4).本号は、特定の争点にかかるクラス・アクションが成立す
ることを認めている。
（185）　Jenna G. Farleigh, Splitting the Baby: Standardizing Issue Class Certification, 64 
VAND. L. REV. 1585, 1596-97 （2011）.
（186）　Laura J. Hines, Challenging the Issue Class Action End-Run, 52 Emory L. J. 709 , 728 
（2003）.
（187）　Farleigh, supra note 185 at 1596.
（188）　Wadleigh v. Rhone-Poulenc Rorer Inc., 157 F.R.D. 410, 422-23 （N.D.Ill. 1994）.
（189）　In re Rhone-Poulenc Rorer Inc., 51 F.3d at 1296-97.
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ションを承認することが被告に対して和解に至らせる圧力になるという理
由を示して、承認を認めた原審判決を破棄したのである（190）。
　本判決を含め1995年以降の連邦控訴裁判所は、Rule 23 (b)(3)の共通の
争点が卓越する要件を厳格に解した結果、クラス・アクション承認を否定
的にとらえたわけである。とりわけ個々のクラス構成員間で争点が相違し
ていることに焦点を当てた。これらは州法上の相違であり、損害賠償額算
定の相違であり、そして請求の原因となる不法行為の相違である（191）。この
障害に対処するための方策として、争点クラス・アクションの方法が考慮
されたのである。
　争点クラス・アクションを用いれば、クラス共通の単一の争点のみがク
ラス・アクションとして提起され、Rule 23 (b)(3)の要件を満足するかに
ついての承認審理の俎上に載せられる。個々の当事者に特有の争点につい
ては個別に訴えを提起することになる。争点クラス・アクションが成立す
るには通常のクラス・アクションと同様に、Rule 23 (a)および(b)の要件
を満足させる必要がある。複数の争点をもつ通常のクラス・アクションの
承認が困難となる場合であっても、単一の争点に限定すればクラス・アク
ションの承認に可能性がある（192）。またクラス代理人は、争点にかかる責任
のみに焦点を当てて効率的に証明ができ、またこれを媒介にしてクラス・
アクション上の和解を有利にすすめることも可能となる（193）。
　ただし、争点クラス・アクションそのものに対する批判が存在する。
Hinesは、Rule 23の制定目的には争点クラス・アクションが含まれていな
かったと主張する（194）。Rule 23(a)の代表の適切性と、Rule 23(b)(3)の争点
（190）　Id. at 1298.
（191）　Farleigh, supra note 185 at 1598.
（192）　In re Nassau County Strip Search Cases, 461 F.3d 219, 227 （2d Cir. 2006）.では、す
べての請求がRule 23 (b)(3)を満たすことがなくても、Rule 23 (c)(4)でクラス・アク
ションの承認を求めることができると述べている。
（193）　Richard A. Nagareda, THE LAW OF CLASS ACTIONS AND OTHER AGGREGATE 
LITIGATION 193 （2009）.
（194）　Hines, supra note 186 at 748.
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の卓越性を満足していないと判断した1997年のAmchem Products Inc.  v. 
Windsor（195）を根拠として、争点クラス・アクションの存在を否定したの
である（196）。本判決ではGinsburg裁判官は、和解を目的とするクラス・ア
クションがクラス・アクション規定であるRule 23の本来の目的とは調和
しないと述べている（197）。Hinesは、和解を目的とするクラス・アクション
と争点クラス・アクションに類似性を見出して、この意見が前者に限定せ
ず、後者も対象としたものであると解釈するのである（198）。
　一方で争点クラス・アクションを認める論者は、当該手法が複雑な争点
を審理する上での裁判費用の軽減と裁判の効率性を上げることを根拠とす
る（199）。そして、争点クラス・アクションをサブ・クラスと同等に扱うこと
を提言する（200）。サブ・クラスとはRule 23 (c)(5)の下でクラスを分割した
小さな単位であり、クラス・アクションにおけるクラスと同等な処理がな
されるものである（201）。争点クラス・アクションが特定の争点にかかる共通
性を求めるのに対して、サブ・クラスはクラスの中の争点が共通の複数小
集団で各々異なる代表をもつ特徴がある（202）。サブ・クラスの利点は、ク
ラス全体の承認が困難な場合にそれを分割して、クラス・アクションの承
認を可能とすることである。したがって、大きな集団を構成できない場合
に、集団を分割して紛争の集団的解決を可能にする方法であると認識され
ている（203）。
（195）　521 U.S. 591 （1997）. 本判決については、浅香吉幹「Amchem Products, Inc. v. 
Windsor」アメリカ法［1998-(2)］303頁（1998）を参照。
（196）　Hines, supra note 186 at 749.
（197）　Amchem Products Inc., 521 U.S. at 623-25.
（198）　Hines, supra note 186 at 749-52.
（199）　Jon Romberg, Half a Loaf is Predominant and Superior to None: Class Certification 
of Particular Issues Under Rule 23(c)(4)(A), 2002 Utah L. Rev. 249, 299 （2002）.
（200）　Id. at 297.
（201）　FED. R. CIV. P. 23(c)(5).
（202）　In re Paxil Litigation, 212 F.R.D. 539, 543 （C.D. Cal. 2003）.
（203）　Romberg, supra note 199 at 297.
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　否定的見解が存在するにもかかわらず、争点クラス・アクションは例
外なく巡回区連邦控訴裁判所により認められている制度である（204）。すべ
ての争点につきRule 23(b)(3)の卓越性の要件が満足されるか否かの判断と
は独立して、Rule 23(c)(4)が争点クラス・アクションを認めていることを
根拠とするのである（205）。しかし第５巡回区連邦控訴裁判所は、1996年の
Castano v. American Tobacco Co.において、Rule 23(c)(4)が(b)(3)に従属す
るものであると解釈した。すなわち、「すべての請求の原因が(b)(3)の卓越
性要件を満たさなければならない。そして(c)(4)は、裁判所が共通の争点
を個々に分けてクラス・アクションの審理を行うための整理を目的とする
規則（housekeeping rule）である」（206）と述べるのである。
　巡回区連邦控訴裁判所の傾向は総じて争点クラス・アクションを認める
ものであったが、実際にこれが現在においても無批判的に継受されている
かは疑問である。一部の争点のみを取出してクラス・アクションとして訴
えを併合すれば、残りの争点については再度個別の訴えを提起する必要があ
るからである。そこで、これが合衆国憲法第７修正に規定される再審理条
項（Reexamination Clause）に違反するのではないかとの問題を発生させた
のである。再審理条項とは、合衆国憲法第７修正後段の、「陪審が認定した
事実は、コモン・ロー上の準則による場合を除き、合衆国のいかなる裁判所
もこれを再び審理してはならない」（207）とする規定である。争点クラス・アク
ションにおける第７修正の問題について、In re Rohne-Poulec Rorer Inc.の第
７巡回区連邦控訴裁判所判決でPosner裁判官は以下のように述べていた。
（204）　Farleigh, supra note 185 at 1601.
（205）　See, e.g., In re Nassau Cnty. Strip Search Cases, 461 F.3d 219, 227 （2d Cir. 2006）.
（206）　Castano, 84 F.3d at 745 n.21.
（207）　U.S. Const. Amend. VII. 第７修正が適用されるのは、陪審審理が必要とされる事件
においてである。当該事件については、1970年の合衆国最高裁判所判決であるRoss v. 
Bernhard, 396 U.S. 531, 533 （1970）において、コモン・ロー上の人身および財産に対
する損害への賠償が請求されるすべてのものを包含するものと定義されている。さら
に1974年の合衆国最高裁判所判決のCurtis v. Loether, 415 U.S. 189, 194 （1974）は、制
定法上の権利侵害において損害賠償が請求される事件も包含すると解している。
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同一の争点が異なる裁判と陪審員により審理されるのを避けるた
めに、裁判官は争点を分割してはならない…合衆国憲法第７修正
により与えられた連邦裁判所における民事裁判での陪審員の審理
を受ける権利は、争点を審理するために選任された初めの陪審に
より審理を受ける権利であり、…他の事実認定者により再審理を
受けるものではない（208）。
　争点クラス・アクションが承認されて本案審理に入ると、陪審により事
実認定がなされる。その後、他の争点につき個別の訴えまたは別個の争点
クラス・アクションが提起されると、同一の事実につき陪審による事実認
定がなされる可能性がある。当然のことながら、はじめに提起された争点
クラス・アクションを審理した陪審と後の訴えにおける陪審は異なる者に
よって構成される。サブ・クラス・アクションでは、争点クラス・アク
ションの場合とは異なり、サブ・クラスのすべての争点につき陪審が選任
されて審理がなされるため、第７修正違反にはならない。第７修正違反が
推定されるのは、争点クラス・アクションに限定されるのである。
　In re Rohne-Poulec Rorer Inc.判決以降、第７修正と争点クラス・アク
ションとの関係を判断したものは存在せず、当該論点につき深化した議論
がなされていない状況にある。一方で、下級審において争点クラス・アク
ションの承認には消極的な姿勢が見える。それを示すのが、2008年の第
２巡回区によるMcLaughlin v. American Tobacco Co.（209）である。本件は、
タバコ製造会社がタバコのパッケージに「軽い（light）」と表示したこと
が健康への影響について誤信させる詐欺にあたるとして、損害賠償のクラ
ス・アクションの成立を求めた事件であった。本判決は、Rule 23(b)(3)の
要件が満たされていないとして争点クラス・アクションの成立を承認しな
かった。その理由として、まず争点クラス・アクションの成立には司法経
（208）　In re Rohne-Poulec Rorer Inc, 51 F.3d at 1303.
（209）　522 F.3d 215 （2d Cir. 2008）.
白鷗法学　第22巻１号（通巻第45号）（2015）128
済に資するほどの重要な争点が必要であると述べた（210）。この重要な争点
とは、本件では不法行為上の詐欺を構成する要件であるとした。そして本
件においては、重要な争点につきクラス構成員間で共通ではないと判断し
て、争点クラス・アクションを承認しなかったのである（211）。
　CoffeeとWolfは、本判決を争点クラス・アクション承認傾向からの後退
であると評した（212）。第７修正違反を巡る問題を未解決のままにしながら本
判決に至ったということは、争点クラス・アクションそれ自体を重要なも
のとは位置づけていないのではないか。本判決への評価を考慮すれば、連
邦控訴審においては争点クラス・アクションが大規模不法行為事件におい
て不可欠な手続と認識されなくなった可能性が示されるのである。
２．大規模不法行為事件におけるクラス・アクション忌避傾向
　1990年代後半には、合衆国最高裁判所は大規模不法行為事件でクラ
ス・アクションを用いることへの消極的な姿勢を示した。まず1997年の
Amchem Products Inc. v. Windsor（213）において、クラス・アクションの成
立を否定した。第１審では、Rule 23 (b)(3)にもとづいて全米規模のアス
ベスト被害にかかる損害賠償請求の和解を求めるクラスが承認されてい
た。このクラスは数百万ともなる被害者で構成され、20にのぼる会社が被
告となった（214）。控訴審の第３巡回区連邦控訴裁判所は、和解を目的とする
クラス・アクションであっても訴訟を目的とするものと同様に、Rule 23
が厳格に適用されてその成立が承認されるべきであると述べて、原審判決
を破棄した（215）。合衆国最高裁判所は控訴審判決を維持し、和解において出
（210）　Id. at 234.
（211）　Id.
（212）　John C. Cof fee, Jr. & Daniel Wolf, CLASS CER TIFICATION : TRENDS AND 
DEVELOPMENTS OVER THE LAST FIVE YEARS （2004-2009） F108-109 （2009）.
（213）　521 U.S. 591 （1997）.
（214）　Id. at 597, 605.
（215）　Id. at 609, 611.
大規模不法行為クラス・アクション（楪） 129
廷しないクラス構成員の利益を斟酌すべきであると述べたのである（216）。
　さらに本判決は、個々の原告につき和解の結果が異なることを指摘し
て、以下のようにRule 23 (b)(3)が求める卓越性が満足されていないこと
を示した。
アスベストにさらされただけの原告は、他の原告または現在損害
を受けている原告と共通ではない。彼らがアスベストを原因とす
る疾病に発症したのか否かは不明であり、発症したとしてもいか
なる疾病なのかも不明だからである。医療検査と治療が個々人に
より異なるため、医療費の額も異なることになる（217）。
　原告クラスに、アスベストを原因とする疾病を発症した者からアスベス
トにさらされただけの者まで広く含んだ結果、原告個々の間の争点に相違
が生じてクラス全体にかかる争点の共通性を構成することができなかった
のである。さらに本判決は、共通性の欠如がクラス代表へ個々のクラス構
成員に特有の争点を代表させることになるため、Rule 23 (a)(4)の適切な
代表の要件も具備されないことをも指摘するのである（218）。
　次に1999年には、アスベスト被害の和解を目的とするクラス・アク
ションの承認を判断したOrtiz v. Fibreboard Corp.（219）が出された。本件で
は、被告が20億ドルの保険金を上限として損害賠償の支払いが可能であ
ると主張していた。合衆国最高裁判所は、現在と将来の損害賠償請求者の
間の利害対立があるために、代表者が適切にクラスの利益を保護すること
はできないと述べて、クラス・アクションを承認しなかったのである（220）。
　以上のように1990年代末に至るまでに、二つの合衆国最高裁判所判決
は、大規模不法行為事件でのクラス・アクションの承認を否定した。この
判断は、クラス・アクションで大規模不法行為事件を解決する方法自体に
（216）　Id. at 620.
（217）　Id. at 624.
（218）　Id. at 626.
（219）　527 U.S. 815 （1999）.
（220）　Id. at 831-32.
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疑念を示したともいえる。その根底に、クラス・アクションでは代表当事
者以外の出廷しない当事者に対する適正手続は保障できないとする論理が
あったからである（221）。集団であるクラスが多数で占められるにつれ、出廷
しないクラス構成員が増加する。クラスが大規模化すれば適正手続が保障
されない者が増加するのである。そこで本判決が示すのは、集団の大規模
化に比例してクラス・アクションの承認がなされなくなることである。
五　クラス・アクション承認の厳格化傾向
１．クラス確定の必要性
　2000年以降、大規模不法行為に限定せずクラス・アクションそのもの
を厳格に解する傾向が示されるようになった。まずそれは、2003年のRule 
23改正によりクラスの特定が求められたことから始まった。この改正で
は、Rule 23 (c)(1)(B)においてクラスの範囲とクラスの請求、争点および
抗弁を明確にしておくことが求められた（222）。複雑訴訟マニュアル第４版
(Manual for Complex Litigation 4th ed.)によれば、第１に客観的な基準を
用いて原告の主観を排除し、第２に雇用差別を受けたなどの本案を示す文
言でクラスの特定がなされるべきであると述べられている。この本案によ
るクラスの特定は、クラスが承認されれば原告が勝訴することを意味し、
安全装置つきのクラス(fail-safe class)と別称されるものであった（223）。第３
に、クラスの特定はすべてのクラス構成員に共通の争点につき効果的かつ
公正な解決を目的として行われるものでなければならないとされる。最後
に、クラスは有効な請求、争点または抗弁を示すものでなければならな
い（224）。とりわけクラスからの離脱を認めるRule 23 (b)(3)のクラスにおい
ては、個々のクラス構成員の身元を示すほどの詳細さが求められるのであ
（221）　Sammuel Issachroff, Governance and Legitimacy in the Law of Class Actions, 1999 
SUP. CT. REV. 337, 351 （1999）.
（222）　FED.R.CIV.P. 23 (c)(1)(B).
（223）　Randleman v. Fidelity National Title Ins. Co., 646 F.3d 347, 352 （6th Cir. 2011）.
（224）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （FOURTH） §21.222 （4th ed. 2004）.
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る（225）。
　1966年のクラス・アクションの改正から2003年に至るまで、クラス・
アクションでの適切なクラスを特定することは求められてなかった。Rule 
23 の要件を満足すれば、ある程度クラスの特定が可能であったからであ
る。そのため、あえてクラスの特定を求めることが重要と考えられてい
なかったのである（226）。しかし2003年の改正以降、連邦地方裁判所の中に
は、クラスの特定をRule 23 (a)および(b)の審理の前提ととらえて、クラ
ス・アクション承認要件の厳格化を示すものが現れてきた。これが2009
年のオクラホマ州北部地区連邦地方裁判所によるCole v. ASARCO Inc.（227）
である。本判決では、認識できるクラスが不在であればRule 23(a)と(b)の
要件を満足させることは不要であり、クラス・アクションは承認されない
と述べたのである（228）。
　他方で、Rule 23(a)および(b)の要件の判断に併せてクラスの特定を行っ
ている裁判例がある。2009年の第６巡回区連邦控訴裁判所判決である
Romberio v. Unumprovident Corp.（229）が、これを示す例である。本件は、
従業員退職所得保障を規定するエリサ法にもとづいてクラス・アクション
の承認を求めたものであった。原審は、長期の障害年金受給を認められな
かった者、または打ち切られた年金受給者と受益者をクラスであると特定
した（230）。一方で本判決は、クラスの特定が不十分であると判断した。この
不十分さがRule 23 (a)(3)所定の典型性要件とRule 23 (b)(2)のクラスの結合
（225）　Id.
（226）　7A CHARLES ALAN WRIGHT ET AL, FEDERAL PRACTICE AND PROCEDURE §1760 （3d 
ed. 2011）.
（227）　256 F.R.D. 690 （N.D.Okla. 2009）.
（228）　Id. at 696-97.　クラス定義を厳格にとらえる他の例には、Sanders v. Apple Inc., 
672 F.Supp.2d 978 （N.D.Cal. 2009）.がある。本件では、カリフォルニア州北部地区連
邦地方裁判所はすべてのクラス構成員が原告適格をもつためにクラスを明確化する
必要があると述べている。
（229）　385 Fed.App’x 423 （6th Cir. 2009）.
（230）　Id. at 430. エリサ法については、前掲注（66）を参照。
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性をも否定すると述べたのである（231）。本判決にしたがえばRule 23 (a)およ
びRule 23 (b)所定の要件とクラス特定のかかるRule 23 (c)(1)(B)のうち、
いずれがクラスの特定の根拠として適切なものなのか不明となる。（232）。
　明確にクラスを特定することをRule 23(a)および(b)の前提とするにせ
よ、またこれらのクラス・アクションの成立要件判断の際にクラスの特定
を併せて行なうにせよ、クラスの特定はクラス・アクション承認の主たる
要件となる。この意味で、Rule 23(a)および(b)の存在意義が失われること
になる。そこでいくつかの裁判所は、クラスが不明確であるという理由だ
けでクラス・アクションの承認を否定せず、司法裁量による特定を行って
いる。
　第７巡回区連邦控訴裁判所は、クラスの特定が広範過ぎてもクラス・ア
クションの承認を直ちに否定せず、裁判所自らが裁量権によりクラスを
明確化すべきことを示唆している（233）。また第５巡回区連邦控訴裁判所は
2012年のRodriguez v. Countrywide Home Loans, Inc.（234）で、クラスの特定
が広範過ぎることのみでクラス・アクションの承認を否定せず、クラス構
成員が共通の請求で結びついている場合にはクラスが特定されていると述
べている（235）。さらに第９巡回区連邦控訴裁判所は、クラスの特定について
その広範性と重要性にすら言及していない。当該裁判所は、連邦地方裁判
所がクラス・アクションを承認する上での共通の争点を決定することを求
められているのであり、クラス構成員が不利益を被っていなければ被告は
責任を負うことはないだけであると述べている（236）。
　以上の連邦控訴裁判所が示す柔軟にクラスを特定する傾向は、他の巡回
区の連邦地方裁判所の手法に影響を与え、裁判所の裁量により特定する方
（231）　Id. at 431-33.
（232）　Robert H. Klonoff, The Decline of Class Action, 730 WASH. U. L. REV. 729, 765 （2013）.
（233）　Messner v. Northshore Univ. Healthsystem, 669 F.3d 802, 825 （7th Cir. 2012）.
（234）　695 F.3d 360 （5th Cir. 2012）.
（235）　Id. at 370.　
（236）　Kamar v. RadioShark Corp., 375 Fed.App’x 734, 736 （9th Cir. 2010）.
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法がとられている（237）。クラスを特定することは、クラス構成員が多数にな
ればなるほど困難である。例えば薬物などの製造物瑕疵では、当該瑕疵に
よる損害があることは他者のクラス・アクションの提起によって初めて明
らかになることも想定される。このような大規模不法行為事件では、被害
者の特定が証拠調べの段階で初めて可能になることもあろう。しかし、ク
ラス特定の不備に対して原告に修正を促すなどの機会を与える一部の裁判
所でとられている手法は、多くの裁判所で行われている実務ではない（238）。
そこで、いわば救済措置をとらずにクラスの特定を厳格に行うことになれ
ば、クラス・アクションの承認がなされない結果を招くことになる。
２．多数性の要件審理の厳格化
　Rule 23(a)(1)の多数性の要件は、既にみたようにクラス・アクションの
承認での大きな障害とはなっていない。むしろ容易に満足させることがで
きる要件であった。少なくとも40人以上のクラスであればそれを満たす
とされてきた（239）。しかし、最近ではこの状況に変化がみられ、多数性の要
件を満足させるだけの証拠の提示が求められるようになってきた。
　2009年に第11巡回区連邦控訴裁判所はVega v. T-Mobile USA, Inc.（240）で、
連邦地方裁判所が承認したクラス・アクションを多数性を理由に破棄して
いる。本件は、フロリダ州に居住するT-Mobileの従業員が売上手数料を受
領していないとして、それを求めて訴えを提起した事件である。原告は、
T-Mobile社には全米では何千人の従業員がいるとする証拠は提出したもの
の、フロリダ州に居住する従業員の数についてはそれを行っていなかっ
た。原審は40人を超える個人がクラスを構成していると推定して、多数
（237）　See, e.g., Campbell v. First American Title Insurance Co., 269 F.R.D. 68, 73-74, 77-78 
（D.Me. 2010）. 本判決は第１巡回区連邦控訴裁判所管轄内のメイン州連邦地方裁判所
の判断である。
（238）　Klonoff, supra note 232 at 768.
（239）　Esler v. Northrop Corp., 86 F.R.D. 20, 34 （W.D.Mo. 1979）.
（240）　564 F.3d 1256 （11th Cir. 2009）.
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性が満たされると判断していたのである（241）。第11巡回区連邦控訴裁判所
は、何ら証拠がないにもかかわらずフロリダ州の原告数とその多数性を判
断するのは全く推測に過ぎないとして、原判決を破棄した（242）。また第３巡
回区連邦控訴裁判所は2012年のMarcus v. BMW of North America, LLC（243）
で、ラン・フラットタイヤの製造物瑕疵につき損害賠償が求められた案件
において、多数性が満足されていないという理由でクラス・アクションを
承認しなかった。74万台のBMW車にラン・フラットタイヤが装着されて
いる原告が提出した証拠だけでは、ニュー・ジャージー州での装着数が不
明であり、多数性を示すには十分とはいえない推測であると判断したので
ある（244）。以上の裁判例は正確な数を求めているわけではない。むしろ、ク
ラスの特定にかかる製品上の問題や地理的範囲などの十分な状況証拠を示
すことが必要で、裁判所は常識にしたがいこれを用いて正確な当事者数を
確定することができると述べている（245）。
　第11巡回区および第３巡回区連邦控訴裁判所の裁判例とも、多数性を
推定させる程度の証拠の提示を求めているに過ぎない。これら一部の巡回
区連邦控訴裁判所がとる多数性要件の審理における厳格化が、今後他の巡
回区へいかなる影響を与えるかは不明である。ただし、少なくともかよう
な傾向が示されるようになったことは、多数性要件にかかる劇的な変化と
いえよう（246）。
３．Rule23(a)(2)のクラスに共通する争点審理の厳格化
　クラス・アクションの承認の厳格化を示す第三は、Rule 23 (a)(2)所定
の法的または事実上の争点の要件が厳格に審理されるに至ったことであ
（241）　Id. at 1266-67.
（242）　Id. at 1267.
（243）　687 F.3d 583 （3d Cir. 2012）.
（244）　Id. at 595-96.
（245）　Id. at 596.
（246）　Klonoff, supra note 232 at 773.
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る。前述したように、(a)(2)にいう共通の争点は、クラス・アクションの
承認において重要なものとは認識されていなかった。とりわけRule 23(b)
(3)のクラス・アクションでは、共通の争点がクラス構成員個々の争点に
卓越することがその成立要件とされている。クラスに共通の争点という文
言はRule 23(a)(2)と(b)(3)で重複する。そこで、当該クラス・アクション
の承認の際には、Rule 23(a)(2)ではなく(b)(3)にいうクラスに共通の争点
の存在の有無が審理された。ただし、Rule 23 (b)(3)では単に争点の共通
性ではなく、個々のクラス構成員の争点よりも卓越した共通の争点が審理
の中心である。卓越性の判断の中で共通性が判定されていたのである（247）。
その結果、従前ではRule 23(a)(2)の共通性の要件は、容易に満足させるこ
とのできる（248）制限的ではないより緩和された解釈（249）がなされていたの
である。
　この状況は、2011年の合衆国最高裁判所判決であるWal-Mart Stores, 
Inc. v. Dukes（250）で一変することになった。本判決は、150万人を代表して
雇用差別の救済を求めたクラス・アクションを、Rule 23 (a)(2)に定める
共通の事実上および法的争点の要件を満たさないとする理由から承認しな
い判断を示した（251）。合衆国最高裁判所は同号にいう共通の争点を、「クラ
ス全体の紛争解決ができる性質をもたなければならない。それが意味する
のは、（共通の争点）の真偽の判断が一撃で各々の（クラス構成員の）請
求での中心となる争点を解決できるということである」（252）と解した。Rule 
23(a)の共通性は、単に争点が共通ということではなくクラス全体の裁判
の結果を左右するものであると位置づけたのである。
（247）　Id. 
（248）　Baby Neal ex rel. Kanter v. Casey, 43 F.3d 48, 56 （3d Cir. 1994）.
（249）　EEOC v. Detroit Edison Co., 515 F.2d 301, 311 （6th Cir. 1975）.
（250）　131 S.Ct. 2541 （2011）. 本判決については、楪博行「クラス・アクションの要件」
別冊ジュリスト アメリカ法判例百選146頁（2012）を参照。
（251）　Id. at 2552-57.
（252）　Id. at 2551.
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　法廷意見は、Rule 23(a)(2)の文言や制定過程からではなく、Nagaredaの
論文から共通性の意味を導いた。Nagaredaは、Rule 23(a)(2)の共通性の判
断が、クラス共通の争点を抽出することではなくクラス全体の紛争解決の
ための共通の解答を生み出す能力の確認であるととらえた（253）。そして、ク
ラス内部に相違があれば共通の解答を生み出せない可能性があると指摘し
たのである（254）。法廷意見は、この文脈から共通性の意味を与えたのであ
る。またGinsburg裁判官は一部反対意見の中で、Rule 23(a)(2)の共通性の
要件とRule 23 (b)(3)の卓越性の要件を混合させていた従前の実務を批判
し、もはや容易に満足できないほどRule 23(a)(2)の要件の審査基準を厳格
化すべきであると結論づけている（255）。
　しかし、NagaredaのRule 23(a)(2)の共通性の解釈は後日変更されてい
る。クラス・アクションにおける共通の争点を、同一の機能的内容を示
すものと再定義したのである（256）。 Nagaredaは、Rule (a)(2)の共通性をク
ラスとしての紛争解決能力から緩和的に修正したのである。このことに
より、Dukes判決の、法廷意見は疑問の残る解釈に依拠したと批判でき
よう（257）。結果から判断すれば、法廷意見はRule 23 (a)(2)の共通性をクラ
ス・アクション成立の前提となる要件と位置づけた。この共通性の意味か
らクラス・アクションが制限されることになったわけである。
　Dukes判決の影響はRule(b)(2)のクラス・アクションに顕著に現れてき
た（258）。 Rule 23(b)(3)では卓越したクラスに共通の争点、すなわち卓越性
の要件に対して既に厳格な解釈がなされていたため、Rule 23 (b)の他のク
ラス・アクションに影響を与えたわけである。実際に、Dukes判決以降の
（253）　Richard A. Nagareda, Class Certification in the Age of Aggregate Proof, 84 N.Y.U. L. REV. 
97, 132 （2009）.
（254）　Id.
（255）　Wal-Mart Stores, Inc. v. Dukes, 131 S.Ct. at 2565.
（256）　PRINCIPLES OF THE LAW OF AGGREGATE LITIGATION §2.01 at 76 （2010）.
（257）　Klonoff, supra note 232 at 778.
（258）　Id. at 778-79.
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下級審の判断では、Rule 23(b)(2)のクラス・アクションにおいてDukes 判
決を引用し、Rule 23 (a)(2)の共通性を理由として承認を否定する例が多
くなっている（259）。この傾向が先例化することにより、被告の抗弁事由とし
てRule 23 (a)(2)の共通性が用いられることにもなる。したがって、この
状況を考慮すると、共通性の判断が厳格化しクラス・アクション承認の障
害となってきたことが理解できるのである。
４．代表の適切性要件審理の厳格化の兆し
　連邦民事訴訟規則Rule 23 (a)(4)に規定される代表の適切性要件では、
クラス代表は他のクラス構成員の利益を公正かつ適切に代表することが求
められる。そしてこの要件の判断は、代理人が適切にクラスの利益を代理
できるか、また代表による代理人選択が適切であったかに拠っていた。ク
ラス・アクションは代表訴訟であるため、代表の適切性はクラスの結合を
確認するとともに、出廷しないクラス構成員の適正手続(due process)を保
障する機能を果たすものとなる。合衆国最高裁判所は1940年のHansberry 
v. Lee（260）で、合衆国憲法に規定される適正手続の下では出廷する訴訟当
事者がクラス構成員を適切に代表しなければならない旨を示した。また
1985年のPhillips Petroleum Co. v. Shutts（261）では、適正手続によりクラス
代表が出廷しないクラス構成員の利益を適切に代表しなければならない旨
を確認していた。さらに一部の論者は、たとえ被告が適切な代表について
の抗弁をなさなくても、クラス代表とクラス構成員間には信認義務が存在
するので、裁判所が厳格な審理をする必要があると主張していた（262）。
　最近では僅かとはいえ、控訴審レベルで適切な代表の厳格審理がなされ
る傾向が示されている。2011年に第７巡回区連邦控訴裁判所は、Creative 
（259）　Id. at 779.
（260）　311 U.S. 32 （1940）.
（261）　472 U.S. 797 （1985）.
（262）　Robert H. Klonoff, The Judiciary’s Flawed Application of Rule 23’s “Adequacy of 
Representation” Requirement, 2004 MICH. ST. L. REV. 671, 672 （2004）.
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Montessori Learning Centers v. Ashford Gear, LLC（263）で、代理人の適切性
につき厳格な基準を示した。原審では代理人の違法行為が代理人の適切性
を否定するものと判断していた。しかしPosner裁判官は、代理人の違法行
為によりクラスを忠実に代理できないという重大な疑念が生じるか否かで
適切性が判断されるべきであると（264）、原審よりも厳格な判断基準を示した
のである。
　従前より多くの裁判所がとっていた大規模不法行為事件におけるものを
含め、代表の適切性を判断する基準は、クラス代表のクラス・アクション
維持能力や代理人の精力的な代理行為に求めず、クラス代表による代理人
の選択に拠っていた。その選択の適切さは、代理人がすべての認容可能な
請求をしたか否かではなく、代理人の代理意思の存在が主たる基準であっ
た（265）。しかし、1999年のテキサス州西部地区連邦地方裁判所判決である
（263）　662 F.3d 913 （7th Cir. 2011）.
（264）　Id. at 918.
（265）　前掲第三章２を参照。またKlonoffは、これを具体化して次のように説明する。
①請求を不適切に分割することにより、クラス構成員の後続の訴えを既判力によ
り遮断すること、②クラス構成員の残余の請求を争点効により却下させるように
する、と述べている（Klonoff, supra note 232 at 781.） 。彼によれば、クラス・アク
ションの判決の目的は、クラス・アクションで既に審理された請求を既判力により
排除することと、クラス・アクションの審理に必要とされる請求を争点効により
排除することである（Robert H. Klonoff, Edward K.M. Bilich & Suzette M. Malveaux, 
CLASS ACTIONS AND OTHER MULTI-PARTY LITIGATION : CASES AND MATERIALS 3d ed. 477 
（2012）.）。代理人が認容可能な請求を主張したか否かが代理人の適切性を決定す
る基準とした下級審判決は従前から存在する（See, e.g., Feinstein v. Firestone Tire & 
Rubber Co., 535 F.Supp. 595, 606 （S.D.N.Y. 1982）; Pearl v. Allied Corp., 102 F.R.D. 921, 
924 （E.D.Pa. 1984）.）。しかし、これらは主流とはなることはなかった。これは1984
年の合衆国最高裁判所判決であるCooper v. Federal Reserve Bank of Richmond, 467 
U.S. 867, 880 （1984）.の影響がある。本判決においてRule 23(b)(2)クラス・アクショ
ンでは、クラス構成員がクラス共通の争点ではない個々の争点につき個別の訴え提
起が認められた。代理人が認容可能な請求を主張しなくても、個別の訴えが可能で
あればあえて代表の適切性の基準とする必要がないからである。また、本判決に
よりRule 23(b)(2)クラス・アクションでは損害賠償が別途請求可能となるために、
クラス・アクションの争点効が及ばない結果が招かれたことになる（See, Rhonda 
Wasserman, Transnational Class Actions and Interjurisdictional Preclusion, 86 NOTRE 
DAME L. REV. 313, 321-22 （2011）.）。
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Zachery v. Texaco Exploration & Production, Inc.（266）は、人種差別事件にお
いてクラス代表が損害賠償を請求しなかったことを理由として、代表の適
切性を否定する判断を示した。クラス・アクションが承認された後に原告
が勝訴すれば、既判力により「だれもが填補賠償および懲罰的賠償を得る
ことができない」（267）と、その理由を述べたのである。本判決は、2008年の
第５巡回区連邦控訴裁判所判決であるMcClain v. Lufkin Industries, Inc.（268）
に受け継がれた。本件は、雇用上の人種差別を原因として人種差別が存在
したことの宣言的判決、人種差別の差止め、そして繰越給与の支払いを
Rule 23(b)(2)のクラス・アクションで請求した事件である。尚、填補賠償
および懲罰的損害賠償は請求されなかった。裁判所は、Rule 23(b)(2)のク
ラス・アクションに拠ればクラス構成員がクラス離脱を制限され必要な救
済を得られなくなるので、離脱をのぞむ構成員には余りにも高い代償とな
る（269）、と述べて代表の適切性を否定した。同年のアイオワ州南部地区連邦
地方裁判所判決もIn re Teflon Products Liability Litigation（270）において、主
張すべき医療検査の請求を行わなかったことを理由として代表の適切性を
否定するに至っている（271）。個別の訴えで医療検査が請求されると、それを
審理する裁判所は既判力によりその訴えを却下することができると述べた
のである（272）。
　第５巡回区連邦控訴裁判所を除く多くの裁判所は、すべての請求がなさ
れないことを理由として代表の適切性を否定していない。クラス・アク
ションとして訴えを審理する上で、請求が適切であれば代表の適切性を担
保し、請求されなかったものについてはクラス・アクションから除外し個
（266）　185 F.R.D. 230 （W.D.Tex. 1999）.
（267）　Id. at 243.
（268）　519 F.3d 264 （5th Cir. 2008）.
（269）　Id. at 283.
（270）　254 F.R.D. 354 （S.D.Iowa 2008）.
（271）　Id. at 367.
（272）　Id. at 368.
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別の訴えに委ねる判断を示すのである（273）。また多くの裁判所は、すべての
請求がなされていない場合には命令により是正などの措置を講じており、
代表の適切性の不備で直ちにクラス・アクションの成立を否定していない
のが現状である（274）。
　しかし、一部の裁判所の傾向とはいえ、代表の適切性の審理を明確な基
準で判断する方向性は、クラス・アクションへの厳格な対応を示すもので
ある。第７巡回区連邦控訴裁判所のAshford Gear, LLC判決でPosner裁判
官が示した、代理人のクラスへの忠実さに求めた代表の適切性の基準は、
代理人の代理意思を信託における受託者義務の視点からみたクラスの一体
化を志向したものである。また、すべての請求をしたかの基準も、代理人
の訴訟追行能力のみならず、あくまでもクラスを一体化した紛争処理を前
提とするものである。クラスを特定する方向性が現れている現在では、一
部の裁判所の傾向とはいえクラス・アクションの成立を制限する兆候が代
表の適切性審理においても現れているのである。
５．Rule23(b)(3)の卓越性要件の厳格化
　大規模不法行為事件のクラス・アクション承認審理で主として用いられ
るRule 23(b)(3)の要件のうち、クラス共通の争点のクラス構成員個々の争
点への卓越性が、とりわけ詐欺案件において一層厳格化する傾向がみられ
るようになった。これは既に1996年の第５巡回区連邦控訴裁判所判決で
あるCastano判決で、個々のクラス構成員の依存状態が争点となっていれ
ば卓越性が満足できないためにクラス・アクションは成立しないと判断さ
れていた（275）。不法行為上の詐欺が成立するには、被害者は虚偽表示に依存
（273）　Klonoff, supra note 232 at 785-86.
（274）　Id. at 787-88.
（275）　Castano, 84 F.3d at 745.
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していなければならない（276）。そこで、個々のクラス構成員の虚偽表示への
依存が争点となる。クラス共通ではない、個々のクラス構成員の争点が卓
越するとされたのである。証券詐欺事件では市場に対する詐欺理論により
投資家すべての依存が推定されてクラス・アクションが成立する（277）。しか
し、コモン・ローである不法行為法における詐欺では、かようなクラス全
体の依存を推定させる理論は存在しない。不法行為法上の詐欺では従前よ
りクラス・アクションの成立が困難であったのである。
　第５巡回区連邦控訴裁判所は、Castano判決に続き2008年のSandwich 
Chef of Texas, Inc. v. Reliance National Indemnity Insurance Co.（278）で、個々
の依存状態の証明を求める詐欺事件ではRule 23(b)(3)のクラス・アクショ
ンの承認ができないと判断した。個々のクラス構成員の争点がクラス共通
のそれに卓越するというのがその理由であった（279）。またCastano判決は第
８巡回区連邦控訴裁判所の2008年のIn re St. Jude Med. Inc., Silzone Heart 
Valve Products Liability（280）で引用され、個々の依存が争点となる場合には
Rule 23(b)(3)のクラス・アクションが承認できないと判断されている。さ
らに、第５巡回区が示した判断基準は、第８巡回区のみならず第４巡回区
でもとられている（281）。
　詐欺事件では個々のクラス構成員の争点をクラスのそれへ卓越したもの
と自動的にとらえ、クラス・アクションには適さない訴えとみなす上記
（276）　コモン・ロー上すなわち不法行為法上の詐欺が成立するには、①重要な事実
(material fact)に関する虚偽表示、②サイエンタ(scienter)、③虚偽表示へ依存させる
意志、④虚偽表示への正当な依存(justifiable reliance)、⑤損害、以上の５要件が必要
となる。クラス・アクションの承認で問題となるのは、個々の詐欺被害者の主観と
なる④の正当な依存である。尚、不法行為上の詐欺については、楪博行前掲注（164）
205頁を参照。
（277）　Basic Inc. v. Levinson, 485 U.S. 224 （1988）.
（278）　319 F.3d 205 （5th Cir. 2003）.
（279）　Id. at 211.
（280）　522 F.3d 836, 838 （8th Cir. 2008）.
（281）　Gunnells v. Healthplan Services, Inc., 348 F.3d 417, 434 （4th Cir. 2003）.
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の裁判例とは異なり、第11巡回区控訴裁判所は2004年のKlay v. Humana, 
Inc.（282）において柔軟な姿勢をみせている。本判決は、不法行為法上の詐
欺で依存を要件の一つとする単なる事実がクラス・アクション承認への阻
却事由にはならない（283）、と述べたのである。第２巡回区連邦控訴裁判所
も2002年のMoore v. Painewebber, Inc.（284）において、実質的にクラスに同
一といえる虚偽表示がその性質を示すに十分な証拠であるため、個々のク
ラス構成員の虚偽表示への依存状態がより簡単に判断可能であると述べて
いる（285）。すなわち、虚偽表示の状態がクラス全体にかかるものであると
認識される場合には、個々のクラス構成員の争点とはとらえずにクラス共
通のものとみなせることを指摘したのである。この傾向は、証券詐欺にお
ける市場に対する詐欺理論と同様に、クラスの共通性を示すための媒介を
認める可能性を示すものであった。しかし、第２巡回区連邦控訴裁判所は
2008年のMcLaughlin v. American Tobacco Co.（286）で、詐欺的タバコ広告に
より喫煙が促されたという依存がクラス共通ではなく個々の争点であると
述べて、詐欺的タバコ広告を原因とする損害賠償請求のクラス・アクショ
ンを否定している（287）。当該裁判所がMoore判決で示した、不法行為上の詐
欺でのクラス共通の争点を担保する媒介が存在する可能性は消滅した。そ
の後もこの可能性を示す理論は、裁判例で提示されていない。したがっ
て、不法行為上の詐欺事件においてはクラスへの共通性をみつけだすこと
が困難な状況といえる。
　しかし、第５巡回区連邦控訴裁判所によるCastanoおよびSandwich Chef 
of Texas, Inc. 判決が示す不法行為上の詐欺事件におけるRule 23 (b)(3)の
卓越性の要件の自動的な否定は、個別の事実関係でクラス共通の争点と
（282）　382 F.3d 1241 （11th Cir. 2004）.
（283）　Id. at 1258.
（284）　306 F.3d 1247 （2d Cir. 2002）.
（285）　Id. at 1255.
（286）　522 F.3d 215 （2d Cir. 2008）.
（287）　Id. at 225.
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個々の争点とを対比して、いずれが重要であるかを検討することなく決定
される。そこで、クラス共通の争点に視点を合わせていない状況は、最近
の傾向であるクラスの特定化に逆行していることになる。さらに、審理時
間とのバランスを考慮しながら個々のクラス構成員の虚偽表示への依存状
況を検討することこそが、卓越性を決定づける唯一の方法ともいえる（288）。
したがって第５巡回区連邦控訴裁判所の判断が妥当となり、今後も継続す
ると結論づけるのは疑問が残るところである。
　卓越性と同時並行的にRule 23 (b)(3)にかかわる最近の方向性として、
準拠法選択における厳格化がある。全米規模で提起されたクラス・アク
ションでは、多数の州法が準拠法として選択されることを理由に、その
承認が否定されるのである。例えば第５巡回区連邦控訴裁判所は、2002
年のStirman v. Exxon Corp.（289）において、クラス共通の争点が卓越してい
るとされるには争点となる州法に統一性が必要であると述べている（290）。
一方で、他の裁判所は準拠法が多数にわたる場合を、Rule 23(b)(3)(D)の
クラス・アクション維持の考慮要素を満たさないものと位置づけている。
既に1996年にCastano判決は、卓越性の要件と同様にクラス・アクション
維持の考慮要素を具備しない旨を示しており、他の下級審もこれにした
がっていた（291）。最近では、第６巡回区連邦控訴裁判所が2011年にPilgrim 
v. Universal Health Card, LLC（292）で、適用すべき州実体法が異なれば裁判
官は陪審員に関連する法につき説示できない、と述べている（293）。
　1990年代中頃までは全米規模のクラス・アクションが提起され準拠法
（288）　Klonoff, supra note 232 at 796.
（289）　280 F.3d 554 （5th Cir. 2002）.
（290）　Id. at 564-65, 565 n.9.
（291）　See, e.g., In re General Motors Corp. Dex-Cool Products Liability Litigation, 241 
F.R.D. 305, 324 （S.D. Ill. 2007）.
（292）　660 F.3d 943 （6th Cir. 2011）.
（293）　Id. at 948.
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の問題が発生したとしても、クラス・アクション維持が可能であると連邦
地方裁判所が判断すれば、その裁量でクラス・アクションが承認されてき
た（294）。準拠法選択の問題それ自体は、クラス・アクションを自動的に否定
する作用をもたなかったのである。第５巡回区および第６巡回区とは異な
り、第11巡回区連邦控訴裁判所は従前どおり柔軟な対応を示している。
前述のKlay 判決において、適用されるべき複数の州法を分類して各々の
支配的な法理にかかるサブ・クラスが承認される可能性を指摘したのであ
る（295）。本判決は全米規模のクラス・アクションを承認しなかったが、準拠
法の選択の問題をその否定の理由としなかったのである。また第３巡回区
連邦控訴裁判所も、卓越性との関連で準拠法の問題をとらえ、単に異なる
州法が各々のクラス構成員に適用されるだけで卓越性が否定されることは
ないと述べている（296）。
　前述した同時並行的とは、卓越性要件の不備を根拠にクラス・アクショ
ン承認に制限を加える場合には、準拠法選択もその理由となっていること
を意味する。第５巡回区連邦控訴裁判所では、1990年代よりクラス・アク
ション承認を制限する傾向を示してきた（297）。とりわけRule 23 (b)(3)の卓
越性の要件が、準拠法選択の問題の存在のために具備されないと判断され
たのである。一方で、例えば第11巡回区連邦控訴裁判所ではRule 23(b)(3)
のクラス・アクション承認に対して柔軟な姿勢をとっている。クラス・ア
クション承認に制限を加える立場をとれば、クラス・アクションのいずれ
の成立要件についても制限的とならざるを得ないのである。そこで、クラ
ス・アクションに制限的か否かを問わず、妥当な結論を導くには、詐欺お
よび準拠法のいずれについても自動的に阻却事由としないことである。詐
欺と同様に準拠法選択の場面においても、Klay判決が示すように州法上の
（294）　See, e.g., In re Copley Pharmaceutical, Inc., 161 F.R.D. 456, 465 （D.Wyo. 1995）.
（295）　Klay, 382 F.3d at 1262.
（296）　Marcus v. BMW North America, LLC, 687 F.3d 583, 594 n.3 （3d Cir. 2012）.
（297）　In re American Tobacco Co., 84 F. 3d at 734.
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相違を検討した後にクラスをサブ・クラスに分割し、その上でクラス共通
の争点を抽出すれば、卓越性が満たされる可能性がある（298）。
　また、多数の州法が準拠法となる可能性のある全米規模の案件において
は、クラスを特定の州に限定することが原告代理人のとるべき方法ではな
かろうか。準拠法選択の検討と共通の争点の抽出は、クラス・アクション
承認審理の遅延化を必然的に発生させる。これを防止する立場をとれば、
準拠法選択の問題は自動的にクラス・アクション承認への大きな障壁とも
なりかねないからである。
おわりに
　少額な請求の併合を促進し、かつ司法経済の効率性を併せもつものと位
置づけられたクラス・アクションは、航空機事故など多くの被害者を発生
させるいわゆる大規模事故の場面において用いられるようになった。この
傾向は、1980年代から多く提起されるようになった製造物瑕疵事件にお
いても継続した。その背景には、クラス・アクションの要件が緩和され、
その提起が容易になってきた背景がある。
　損害賠償を請求する連邦民事訴訟規則Rule 23 (b)(3)にもとづくクラ
ス・アクションでもこの傾向が示されていた。しかし当該クラス・アク
ションが承認されるには、集団としてのクラスに共通する法的または事
実にかかる争点が存在するとともに、それが集団を構成する個々のクラ
ス構成員がもつ個別の争点に抜きんでて重要である卓越性が認められな
ければならない。概括的には、この卓越性要件が満たされればRule 23 (b)
(3)のクラス・アクションは承認される。この要件は、1990年代半ばまで
はクラス・アクション承認の上で大きな障害とはならなかった。しかし、
1990年代半ば以降この状況は変化し、要件の審理が厳格化した。さらに、
2000年以降では大規模不法行為に限らずクラス・アクションそのものに
（298）　Klonoff, supra note 232 at 798.
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対する忌避傾向が示されてきた。とりわけ第５巡回区連邦控訴裁判所にこ
の傾向が強くみられるのである。
　厳格化は、クラスの特定と多様な準拠法で発生する。クラスが特定され
ていないことは、クラス共通の争点を絞り込む際の障害となる。クラス構
成員数が増加すればするほどクラスの周縁は朦朧となり、クラスの特定が
困難となる。そして準拠法の選択は、クラス構成員の居住地が広範となる
にしたがって必然的に問題となる。クラス・アクションは少額被害者救済
と司法経済の保全を目的とする。クラスを統合するクラス共通の争点が不
在であればクラス・アクションは承認されず、この目的を達成することは
困難となる。
　厳格化傾向の中心には、クラス・アクション承認における本案判断があ
る。これは多くの成立要件の審理においてみられる現象である。クラス・
アクション承認が訴訟要件審理ではなく、本案審理になっているのであ
る。したがって、少なくともクラス・アクションの提起で留意すべきこと
は、クラスを争点と居住地で絞り込み、大規模化を避けることである。大
規模不法行為事件においても全米規模ではなく州規模にするとともに、争
点を限定したクラスの構築を目指す必要がある。これにより、クラス・ア
クションの目的は担保できるはずである。
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